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１．人と自然にやさしい基盤と環境を育てます



○利便性の高い交通・情報ネットワークの充実
事業費
(決算額) 国県補助金 起   債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   都市計画部 　都市計画課】

石川西線道路改築事業 113,947 90,099 21,300 2,548
〃(平成20年度繰越) 289,221 231,356 54,800 3,065

合計 403,168 321,455 76,100 5,613

安慶名４区線道路改築事業 287,910 225,416 54,700 7,794
〃     (平成２０年度繰越) 85,462 68,356 16,200 906

計 373,372 293,772 70,900 8,700

【一般会計   建設部 　土木課】

長寿命化修繕計画策定事業 1,234 800 434

（道路局　交付金）
委託料 1,234 千円 委託 一式
補助率 ８０％

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　業　名
 財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明

補償費：14,401千円

　安慶名４区線を整備し、安慶名再開発事業の道路整備区間と連結することに
より、中心市街地の活性化及び住環境の改善が図られる。

工事費：93,898千円

　主要幹線である国道３２９号と県道６号線を連結させることにより、中心市街地
への都市機能の誘導と機能的な道路網の形成が図られる。

用地費：48,219千円

起債充当率：95%（合併特例債）

負担金：18,490千円

起債充当率：95%（合併特例債）

 橋梁を点検補修することにより、橋梁の長寿命化及び歩行者、通行車両の安
全確保が図られる。

委託料：4,115千円

補償費：225,026千円

事務費：13,420千円

委託料：56,609千円
用地費：302,362千円
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○利便性の高い交通・情報ネットワークの充実
事業費
(決算額) 国県補助金 起   債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   建設部 　土木課】

石川３４号線道路改良事業 32,325 15,454 12,400 4,471
（防衛　民生安定）
委託料 1,785 千円 委託 一式
工事費 19,484 千円 工事 Ｌ＝400ｍ
用地費 6,066 千円 用地 Α＝211㎡　
事務費 4,990 千円
計 32,325 千円

補助率 ８０％ 起債充当率 ９５％　　　　　

与那城86号線道路改良事業 3,000 2,800 200
〃（平成２０年度繰越） 24,765 19,228 5,200 337

合計 27,765 19,228 8,000 537
工事費 17,166 千円 委託 一式
用地費 260 千円 工事 Ｌ＝60ｍ
補償費 10,339 千円 用地 Α＝17㎡　
計 27,765 千円 補償 一式

補助率 ８０％ 起債充当率 ９５％　　　　　

赤野港原線道路改良事業 21,837 17,469 4,100 268
（道路局　交付金）
委託料 17,937 千円 委託 一式
事務費 3,900 千円
計 21,837 千円

補助率 ８０％ 起債充当率 ９５％　　　　　

石川美原８号線道路整備事業 494 494   本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の利便性が図られる。

委託料 494 千円 委託 一式

  本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の安全確保が図られる。

 財　　源　　内　　訳

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　業　名

  本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の安全確保が図られる。

主要施策の実績等の説明

  本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の安全確保が図られる。

（道路局　交付金）
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○利便性の高い交通・情報ネットワークの充実
事業費
(決算額) 国県補助金 起   債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   建設部 　土木課】

昆布栄野比線道路改良事業 32,941 25,056 7,400 0 485

委託料 30,805 千円 委託 一式

事務費 2,136 千円

計 32,941 千円

起債充当率 ９５％　　　　　

石川４４号線道路改築事業 5,057 2,964 1,900 0 193

〃（平成２０年度繰越） （道路局 改築）

委託料 1,050 千円 委託 一式

工事費 4,007 千円 工事

計 5,057 千円

補助率 ８０％ ９５％

勝連２－５２号線道路改築事業 138,393 102,334 34,200 1,859

〃（平成２０年度繰越） 147,326 117,058 28,700 1,568

合計 285,719 219,392 62,900 3,427 （道路局　改築）

委託料 30,223 千円 委託 一式

工事費 145,087 千円 工事 Ｌ＝520ｍ

用地費 35,198 千円 用地 Α＝1,932㎡　

補償費 62,911 千円 補償 一式

事務費 12,300 千円
計 285,719 千円

補助率 ８０％ 起債充当率　　９５％

 財　　源　　内　　訳

（防衛　民生安定）

事　業　名

  本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の安全確保が図られる。

主要施策の実績等の説明

【平成21年度主要施策成果説明書】

補助率   80％

  本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の利便性が図られる。

Ｌ＝160ｍ

起債充当率

  本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の利便性が図られる。
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○利便性の高い交通・情報ネットワークの充実
事業費
(決算額) 国県補助金 起   債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   建設部 　土木課】

宇堅２－８９号線道路整備事業 22,201 19,900 2,301 【地域活性化・生活対策臨時交付金事業】

〃（平成２０年度繰越） 14,422 14,422

合計 36,623 14,422 19,900 2,301 委託料 2,090 千円 委託 一式

工事費 12,054 千円 用地 Α＝866㎡　

用地費 22,201 千円 補償 一式

事務費 278 千円

計 36,623 千円

補助率１００％　　　起債９０％

与那城１６号線道路整備事業 305 305

委託料 305 千円 委託 一式

川崎３－２号線道路整備事業 38,429 19,883 3,100 15,446   本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の安全確保が図られる。

.

委託料 1,088 千円 委託 一式

工事費 32,435 千円 工事

用地費 1,948 千円 用地 Α＝54㎡

補償費 2,658 千円 補償 一式

事務費 300 千円
計 38,429 千円

補助率 定額 ９５％

事　業　名

（特定防衛交付金）

【平成21年度主要施策成果説明書】

 財　　源　　内　　訳

Ｌ＝380ｍ

主要施策の実績等の説明

  本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の利便性が図られる。

  本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の利便性が図られる。

起債充当率
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○利便性の高い交通・情報ネットワークの充実
事業費
(決算額) 国県補助金 起   債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   建設部 　土木課】

与那城９９号線道路整備事業 57,104 49,310 7,400 394   本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の利便性が図られる。

（石油備蓄交付金）
委託料 5,383 千円 委託 一式

工事費 18,312 千円 工事 Ｌ＝140ｍ
用地費 33,009 千円 用地 Α＝1,634㎡　

事務費 400 千円
計 57,104 千円

補助率 定額 起債充当率　　９５％

上江洲塩屋線道路整備事業 73 73   本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の利便性が図られる。
用地費 73 千円 用地 Α＝2.64㎡　

兼箇段４－１４号線道路整備事業 45,745 30,390 13,700 1,655
〃（平成２０年度繰越） 14,163 9,442 4,700 21

合計 59,908 39,832 18,400 1,676
委託料 594 千円 委託 一式
用地費 32,438 千円 用地 Α＝857㎡　
補償費 22,576 千円 補償 一式
事務費 4,300 千円
計 59,908 千円

補助率２／３　　　起債充当率９０％

与那城２６号線道路整備事業 483 483
委託料 483 千円 委託 一式

  本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の利便性が図られる。

 財　　源　　内　　訳
事　業　名 主要施策の実績等の説明

【平成21年度主要施策成果説明書】

　　　（道路局　交通安全）

  本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の利便性が図られる。
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○利便性の高い交通・情報ネットワークの充実
事業費
(決算額) 国県補助金 起   債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   建設部 　土木課】

具志川２－７５号線道路整備事業 168,642 112,427 50,600 5,615   本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の利便性が図られる。

               〃 （平成２０年度繰越） 17,764 11,842 5,900 22
合計 186,406 124,269 56,500 5,637

委託料 819 千円 委託 一式
工事費 8,980 千円 工事 Ｌ＝30ｍ
用地費 29,762 千円 用地
補償費 139,259 千円 補償 一式

事務費 7,586 千円
計 186,406 千円

補助率２／３　起債充当率９０％

塩屋中央線道路改良事業 62,181 41,287 19,800 1,094

〃（平成２０年度繰越） 7,402 4,910 2,300 192
合計 69,583 46,197 22,100 1,286

用地費 13,734 千円 委託 一式
補償費 47,889 千円 用地 Α＝883㎡　
事務費 7,960 千円 補償 一式
計 69,583 千円

補助率 2/3

上江洲中央線道路整備事業 46,043 20,468 8,300 17,275

（特定防衛交付金）
委託料 25,386 千円 委託 一式
用地費 2,733 千円 用地 Α＝706㎡　
補償費 16,924 千円 補償 一式
事務費 1,000 千円
計 46,043 千円

  補助率 定額 ９５％

起債充当率９５％

Α＝922㎡

（道路局　交通安全）

 財　　源　　内　　訳
主要施策の実績等の説明

起債充当率

事　業　名

【平成21年度主要施策成果説明書】

  本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の利便性が図られる。

　本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の安全確保が図られる。

（道路局　特殊改良1種）
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○利便性の高い交通・情報ネットワークの充実

事業費

(決算額) 国県補助金 起   債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   建設部 　土木課】

勝連１－４号線道路整備事業 24,128 22,419 1,600 109
（平成２０年度繰越）

（特定防衛交付金）

工事費 24,128 千円 工事 Ｌ＝95ｍ

補助率 定額 ９５％

【一般会計   市民部 　市民生活課】

生活交通路線維持費（補助金） 15,402 3,186 12,216

庁舎間連絡バス運行事業 4,868 4,868

【平成21年度主要施策成果説明書】

  本路線を整備することにより、歩行者及び通行車両の利便性が図ら
れる。

　4.消耗品　　　199,698円

　5.保険料　　　 13,080円

　　石川読谷線（沖縄バス）系統４８番

事　業　名

　　伊計屋慶名線（平安座総合開発）

 財　　源　　内　　訳

起債充当率

主要施策の実績等の説明

　3.修繕費　　　277,257円

　　　補助額10,172千円（県補助3,186千円、市補助6,986千円）

　2.燃料費　　1,197,135円

　　　補助額　5,230千円

　平成２０年１０月１日～平成２１年９月３０日までの１年間に対する補助金
　経常収益が経常費用の５５％に満たない場合には、その額になるまで関係市
町村で補助した。

　1.委託料　　3,181,200円（ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰへ運転業務を委託）

　平成21年4月1日～平成22年3月31日までの試験運行を実施した。

　　運行費用　4,868,370円　乗車人数 7,118名

　平成２０年１０月１日～平成２１年９月３０日までの１年間に対する補助金

　経常収益が経常費用の５５％に満たない場合には、その額になるまで市で補
助する。また、５５％を超える赤字分については、県と市で折半した。
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○賑わいのある魅力的な市街地の形成
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   都市計画部 　都市計画課】

都市計画マスタープラン策定事業 8,283 5,320 2,963

・地域別協議会（中学校区を基礎単位として各地域の代表計８９人） ２回開催

【一般会計   都市計画部 　区画整理課】

安慶名土地区画整理事業 1,434,248 1,092,000 244,600 97,648

安慶名土地区画整理事業 199,365 131,384 63,000 4,981
（平成20年度繰越）

　  物件移転補償費：　161,336千円　（13件）　
　  国庫補助率：道路特会（９／１０）・都市再生（5／10）
    起債充当率：95%（合併特例債）

7,000 7,000 　区画整理事業の進捗及び早期完了に向けての支援事業。
       工事費：2,835千円
　     補償費：4,165千円

【平成21年度主要施策成果説明書】

主要施策の実績等の説明

   国庫補助率：道路特会（9/10）・都市再生（5/10）

財　　源　　内　　訳

  本市総合計画を踏まえ、旧2市2町の都市計画マスタープランを整理・分析す
るとともに、本市の将来都市像と都市づくりの目標を示し、都市計画に関する基
本的な方針を前年度に実施した基礎調査を踏まえ、地域別協議会や策定委員
会及び審議会を経て「うるま市都市計画マスタープラン」を策定した。

事　　業　　名

・策定委員会（副市長・関係部長の計１０人）　２回開催

　　工事請負費：　　　　 38,029千円　（6件）　

　公共施設の整備改善と宅地の利用増進を図ることにより、安心・安全で快適な
活力ある中心市街地の形成を目指す。

　公共施設の整備改善と宅地の利用増進を図ることにより、安心・安全で快適な
活力ある中心市街地の形成を目指す。

　 工事請負費：　　　　204,925千円　（15件）　　　　　　

　 起債充当率：95%（合併特例債）

   物件移転補償費：1,171,411千円　（79件）

　 委託料：　　　　　　　　15,499千円　（12件）　　　　　　

江洲区画整理事業地区境界線道路整備
事業

・幹事会（都市計画部長、関係課長の計１４人）　２回開催
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○賑わいのある魅力的な市街地の形成
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   都市計画部 　区画整理課】

石川西公共施設管理者負担金 39,834 19,917 18,900 1,017
　　事業費：　　39,834千円　
　　国庫補助率：5／10                 　　　
　　起債充当率：95%（合併特例債）　　　　　

石川西公共施設管理者負担金 17,786 8,893 8,500 393 　土地区画整理法第１２０条による公共施設管理者の負担金

（平成20年度繰越） 　　　事業費：　　17,786千円　　
　　　国庫補助率:5/10　　　　　　　　　　　　　
　　　起債充当率：95%（合併特例債）　　　　

安慶名地区まちづくり交付金事業 148,156 71,400 70,800 5,956

　　　事務費：　　　　　　　　  2,417千円 国庫補助率：４／１０

【一般会計   企画部 　まちづくり課】

石川地区周辺整備事業 2,240 2,000 240

石川地区周辺整備事業 47,840 35,175 12,000 665

（平成20年度繰越事業）

　　　委託料：22,947千円　　工事費：24,893千円

　　　委託料：1,990千円　　　事務費：250千円
　　　国庫補助率：4/10

　　　国庫補助率：4/10

　住みよいまちづくりに向けた活気あふれる地域を形成するため、コミュニティ空
間やオープンスペース等の整備を行う。それらの整備により、交流人口の増大や
購買力の向上及び商店街の活性化を図る。H21年度は、赤崎第2公園の整備、
交流広場の設計及び予定地の物件等の調査を行った。

　　　工事請負費：　　　　 133,188千円　（6件）　
　　　委託料：　　　　　　　　12,551千円　（2件）　　　　　

事　　業　　名

【平成21年度主要施策成果説明書】

財　　源　　内　　訳
主要施策の実績等の説明

　土地区画整理法第１２０条による公共施設管理者の負担金

　高次都市施設および地域生活基盤施設を整備するとともに、地元組織の運営
調査等を行うことにより、商業拠点地区の土地の有効利用が図られる。
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○賑わいのある魅力的な市街地の形成
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   建設部 　建築工事課】

饒辺団地建設事業 37,915 26,076 11,100 739 　調査設計（実施設計・土質調査・磁気探査）を実施。
　　平成２２年度～平成２３年度建設　　平成２４年４月入居予定
　　　

【一般会計   都市計画部 　建築指導課】

5,628 3,800 1,828

　　　平成２１年度調査
石川地区　：　172路線　18.49㎞　
勝連地区　：　229路線　23.14㎞

【一般会計   都市計画部 　都市計画課】

景観計画基礎調査委託事業 4,801 3,822 979

財　　源　　内　　訳

・景観まちづくり市民会議（学識経験者・各種専門家・市民等15人）　　３回開催

【平成21年度主要施策成果説明書】

建築基準法第４２条関係道路台帳作成
事業

事　　業　　名 主要施策の実績等の説明

　市内の道路等について、建築基準法第４２条の道路に該当するかの調査を行
い、「道路台帳」を作成することにより、建築相談及び建築確認等業務の適正
化、迅速化を図る。

・景観計画策定庁内ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ（職員２１名）２回開催及び住民ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟへの参加

　本市の景観づくりの目標と方針の明確化、良好な景観の形成のための行為の
制限の検討を、行政と市民協働による取組みにより、本市の景観施策を牽引す
る景観計画の素案を作成した。

・景観計画策定委員会（副市長・関係部長の計７人）３回開催

・景観計画地域住民ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ　石川・具志川･勝連・与那城地域で各３回開催

・景観計画策定幹事会（都市計画部長・関係課長の計１５人）　３回開催
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○快適で持続可能な生活環境づくりの推進

事業費

(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   経済部 　農政課】

バイオマス利活用交付金事業 3,160 1,500 1,660

（ソフト事業）

バイオマス利活用交付金事業 456,552 456,552

（ハード事業）
（平成20年度繰越事業）

【一般会計  総務部 管財課】

環境対応車購入事業 29,116 29,116 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

【地域活性化・生活対策臨時交付金事業】
低炭素型公用車整備事業 24,364 24,364

（平成20年度繰越事業）

【一般会計  教育部 総務課】

環境対応車購入事業 23,340 23,340 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

【一般会計 教育部　施設課】

南原小学校太陽光発電設備設置事業 8,542 8,386 156 【地域活性化・公共投資臨時交付金事業】

委託料：567千円

　老朽化した公用車を低炭素型社会へ対応した環境性能の高い車種へ買い替
えた。

　小型乗用車1台、小型貨物1台、軽自動車20台　　計22台

　老朽化した公用車を、環境対応車へ買い替えた。
　小型乗用車７台、小型貨物２台、軽自動車８台　　計１７台

　地球温暖化対策の推進や環境教育への活用を図る目的から、設備の整備に
取り組んだ。

　バイオマスタウン構想実現のため、バイオディーゼル及び木質ペレット燃料の普
及啓蒙活動を実施した。また、資源としての廃食用油を認識させるためにひまわ
り収穫祭を開催した。

　県内で焼却や埋立処分されている建築廃材や松くい虫の被害木などを原料と
して木質ペレット燃料を製造するプラントを建設するため、事業主体である㈱バイ
オマス再資源化センターに補助金を交付した。木質ペレット燃料は火力発電所
の石炭代替燃料として活用し、二酸化炭素の排出量を抑制する。

　小型乗用車3台、普通乗用車1台、軽自動車20台　　計24台

主要施策の実績等の説明

　老朽化した公用車を環境対応車へ買い替えた。

財　　源　　内　　訳
事　　業　　名

【平成21年度主要施策成果説明書】

工事費：7,975千円　（工事費は前払金のみ）
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○快適で持続可能な生活環境づくりの推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計  経済部 商工課】

ＥＭによるまちづくり推進事業 5,969 5,969

平成21年度モデル地区指定自治会数：52自治会

【一般会計   建設部 　土木課】

排水路漂砂対策事業 2,835 2,835 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】
　浜地区の排水路吐口の漂砂対策をすることにより、浸水の防止を図った。

委託料 2,835 千円

委託 一式 補助率　１００％

【一般会計  市民部 環境課】

中部北環境施設組合負担金 1,359,000 1,359,000

中部衛生施設組合負担金 77,000 77,000

うるま市墓地整備基本計画策定事業 7,556 6,728 828

委員報酬 80 千円
委託料 7,476 千円

　個人墓地の散在化防止やうるま市の実情にあった墓地行政を推進するため、
うるま市墓地実態調査（平成２０年度実施）を踏まえつつ、墓地の規制・誘導
や、公営墓地の整備などの基本方針を明らかにする「うるま市墓地整備基本計
画」を策定した。

　沖縄県公営墓地設置等支援事業補助金（９割補助）で実施。

　ＥＭを活用した農業振興、環境浄化に努め、「環境にやさしい、癒しのまちづく
り」を目指し取り組んだ。

財　　源　　内　　訳

　本市と恩納村から出てくる一般廃棄物（ごみ）の共同処理を中部北環境施設
組合で行っている。また、ごみの減量に関し、５種類の分別を実施して、ごみの再
資源化に向けた取り組みを図り、より良い循環型社会を推進している。

【平成21年度主要施策成果説明書】

主要施策の実績等の説明

　本市、嘉手納町及び読谷村内から出てくる生し尿・浄化槽汚泥処理は、中部
衛生施設組合で行っている。衛生的に処理することによって、生活環境づくりに
努めている。

事　　業　　名
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○快適で持続可能な生活環境づくりの推進

事業費

(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

公共下水道事業（補助） 744,566 444,974 290,600 8,992

公共下水道事業費（単独） 15,048 15,048

【未普及解消下水道事業】

公共下水道事業事務費（補助） 10,241 4,172 2,716 3,353 　工事請負費     599,274 千円 35件
　委 託 料　 104,970 千円 15件

  補 償 費 170 千円  2件

流域下水道負担金 7,642 7,600 42 　事 務 費　 78,169 千円  1式

　流域負担金 7,642 千円  1件

【水質保全下水道道事業】

下水道事業費（人件費） 70,028 10,728 6,984 52,316 　委 託 料 65,700 千円  2件

　事 務 費　 2,100 千円

平成21年度事業費計 847,525 459,874 307,900 79,751

未普及解消下水道事業 64,224 37,152 21,700 5,372 　下水道事業　　補助率（6/10）、起債充当率（ 100％）

（平成20年度繰越事業）

本工事費 64,224 千円  5件

【平成21年度主要施策成果説明書】

　平成22年3月末現在人口普及率 65.9％

　下水道を整備し、安全で快適な生活環境を確保し、引き続き　普及率と水洗
化率の向上に努める。

《公共下水道事業特別会計》
【建設部　下水道課】

　下水道を整備し、安全で快適な生活環境を確保し、引き続き　普及率と水洗
化率の向上に努める。

　H21年度下水道事業　　補助率（6/10･2/3）、起債充当率（100％）

財　　源　　内　　訳
主要施策の実績等の説明事　　業　　名
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○水と緑にあふれた、安全で潤いあるまちづくりの推進
事業費
(決算額) 国県補助金 起   債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計  都市計画部 都市計画課】

みどりの基本計画策定事業 8,060 6,600 1,460

具志川運動公園整備事業 281,156 140,007 133,000 8,149
〃     (平成２０年度繰越) 167,765 83,831 63,500 20,434

448,921 223,838 196,500 28,583

具志川運動公園案内板設置事業 6,912 6,912 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

昆布公園整備事業 177,042 116,767 56,100 4,175

　具志川運動公園への案内板及び公園内各施設の案内板を設置し、利
便性の向上を図った。

事務費：5,728千円
工事費：171,314千円

   地域住民のレクリェーションの場、休憩・散策等に利用できる憩いの場として整
備する。

補償費：3,405千円

工事費：6,912千円

・策定委員会（学識経験者・各種専門家・市民等１４人）　2回開催

主要施策の実績等の説明

【平成21年度主要施策成果説明書】

・地区別意見交換開会(具志川・石川・勝連・与那城地域で各2回開催）

 財　　源　　内　　訳
事　業　名

起債充当率：95%（合併特例債）

・運営委員会（副市長・関係部長９人）　３回開催

・みどり審議会（学識経験者･各種専門家等15人）　2回開催　

  市民のスポーツ文化活動の場として、また健康増進を図る目的で諸スポーツ
施設を整備した。

工事費：416,501千円
用地費：7,778千円

・連絡会議（都市計画部長・関係課長１２人）　３回開催

委託料：5,837千円

起債充当率：95%（合併特例債）
事務費：15,400千円

　本市の緑化や自然環境の保全に関する長期的・総合的な基本方針を示すと
ともに、緑地保全・緑化の目標を推進するための施策に関する事項を示した、み
どりに関する総合的な指針となる「うるま市みどりの基本計画」を前年度実施した
基礎調査を踏まえ地区別意見交換会や策定委員会及び審議会を経て策定し
た。
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○水と緑にあふれた、安全で潤いあるまちづくりの推進
事業費
(決算額) 国県補助金 起   債 その他 一般財源

【一般会計  都市計画部 都市計画課】

伊波公園整備事業 50,582 17,995 24,000 8,587
〃 (平成２０年度繰越) 49,695 24,845 23,600 1,250
計 100,277 42,840 47,600 9,837

公園施設改修事業 431 431 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

　委託料：431千円

野鳥の森自然公園展望台改修事業 26,565 26,565 【地域活性化・生活対策臨時交付金事業】

（平成２０年度繰越事業）

　工事費：24,759千円

　西原公園のトイレを汲み取り式から水洗化トイレに改修することにより、衛生環
境の改善を図った。

　展望台が老朽化していたことから、利用者が安全・安心に公園利用ができるよ
う改修工事を行った。

用地費：31,536千円

主要施策の実績等の説明

委託料：498千円

　地域住民のレクリェーションの場、休憩・散策等に利用できる憩いの場として整
備する。

起債充当率：95%（合併特例債）

工事費：64,387千円

事務費：3,856千円

　委託料： 1,806千円

事　業　名

【平成21年度主要施策成果説明書】

 財　　源　　内　　訳
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○水と緑にあふれた、安全で潤いあるまちづくりの推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   建設部 　土木課】

屋慶名仲田排水路事業 20,425 20,109 316    本排水路を整備することにより、浸水防止を図る。

（特定防衛交付金）　
委託料 315 千円 委託 一式
用地費 7,572 千円 用地 Α＝166㎡　
補償費 12,538 千円 補償 一式
計 20,425 千円

　※補助率　定額

栄野比後原排水路事業 6,409 4,380 2,029

委託料 300 千円 委託 一式
工事費 1,638 千円 工事 Ｌ＝43ｍ
用地費 2,194 千円 用地 Α＝68㎡　
補償費 1,977 千円 補償 一式
事務費 300 千円
計 6,409 千円

　※補助率　定額

主要施策の実績等の説明事　　業　　名

　本排水路を整備することにより、浸水防止を図る。

【平成21年度主要施策成果説明書】

財　　源　　内　　訳

（特定防衛交付金）
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○自ら学び考える力と確かな学力を培う教育の推進

○潤いと生きがいのある生涯学習社会をつくる社会教育・社会体育の推進

     ２．郷土に誇りを持ち、明日のうるま市を支える人を育てます

○豊かな感性を育む芸術文化の振興と文化財の保護・活用の推進



○自ら学び考える力と確かな学力を培う教育の推進

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   指導部 　指導課】

学力向上対策推進事業 9,500 9,500

　各学校実践報告会　３５校×１回＝35回

　小学校実践報告会　1回

　中学校実践報告会　1回

　幼稚園実践報告会（公開保育）　1回

　保護者向け実践報告会　１回

海外短期留学派遣事業 2,500 2,500

　派遣先：アメリカ合衆国ワシントン州　シアトル

　派遣対象：うるま市立中学校に通う生徒 派遣人数：10名
　期    間：平成２１年７月２３日～８月２０日（２９日間）

ＡＬＴ配置事業
小学校ＡＬＴ報酬 11,412 11,412
中学校ＡＬＴ報酬 6,196 6,196

教育用コンピュータ事業
小学校コンピュータ　委託料 13,945 13,945
　　　　　　〃　　　借上料 53,350 53,350
中学校コンピュータ　委託料 7,133 7,133
　　　　　　〃　　　借上料 27,452 27,452

　現地の家庭に家族の一員として暮らしながら、語学や生活・文化等の異文化
理解に努めると同時に、沖縄の文化・歴史・伝統等について改めて考える良い
機会とし、国際性豊かで将来郷土に尽くす有能な人材育成を目的として実施し
た。

　うるま市の幼児児童生徒一人一人の確かな学力の定着、豊かな人間性の育
成、健康・体力の育成等「生きる力」を育むことを目的として実施した。

　小学校２２校に１２名、中学校１３校に８名、延べ２０名の外国人英語指導助
手を配置し、ネイティブスピ－カ－のＡＬＴ活用による英会話指導を推進した。

　教育用コンピュ－タ・校内ＬＡＮの整備及びインタ－ネットへの接続等により、
教育の情報化を推進した。

　児童が、ＩＴの活用方法に慣れ、親しみ、情報を主体的に活用できるように
なった。また、授業においてもコンピュ－タ－活用の頻度が高まり、児童・生徒
の学習支援にも大きく成果をあげている。

【平成21年度主要施策成果説明書】

財　　源　　内　　訳
事　　業　　名 主要施策の実績等の説明
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○自ら学び考える力と確かな学力を培う教育の推進

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   指導部 　指導課】

学習支援ヘルパー配置事業
　小学校学習支援ヘルパー報酬 16,937 16,937
　中学校学習支援ヘルパー報酬 4,480 4,480

校務用パソコン整備事業 20,257 20,257 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

【一般会計   指導部 　学務課】

預かり保育モデル事業 19,564 19,564

　１６園で実施

理科教育設備整備事業 15,687 10,072 5,615

特別支援教育就学奨励費　 2,022 654 1,368

　共働き又は病気・介護等で預かり保育を必要とする保護者への子育て支援と
幼稚園教育の充実を図った。

【平成21年度主要施策成果説明書】

　市内小中学校の特別支援学級に在籍している児童生徒の保護者に経済的
負担を軽減するため、学校給食費等を援助した。

（事業費の内訳　小学校費1,147,953円　中学校費873,555円）

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　　小学校８０台、中学校６３台、　合計１４３台

主要施策の実績等の説明

　国の施策である「学校ＩＣＴ整備事業」における「教師一人にＰＣ一台」という方
針を受けて進められた事業で１４３台を整備した。整備率は２８％から４８％とな
り、教職員の校務（学級・学校事務、教材作成、成績管理等）の能率等向上が
図られた。

　小学校１２ 校へ２２名、中学校４校へ６名、計２８名の学習支援ヘルパーを配
置し、特別支援教育の必要がある児童生徒一人一人の教育ニ－ズを把握し、
生活や学習上の困難を克服するための教育支援を実施した。

（事業費の内訳　小学校費8,723,670円　中学校費6,962,550円）

　理科及び算数（数学）教材を整備することで、市内各小中学校が充実した教
育を行うことができ、教師の教材活用にも貢献できた。
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○自ら学び考える力と確かな学力を培う教育の推進

事業費

(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   指導部 　学務課】

私立幼稚園就園奨励費 8,295 2,154 6,141

（事業費の内訳　私立幼稚園　９園　１０１件　8,294,900円）

95,344 586 94,758

新型インフルエンザ対策事業 1,993 1,993

【一般会計   指導部 　給食センター】

学校給食環境整備事業 30,769 30,769 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

【一般会計 教育部　施設課】

幼稚園空調設備対策事業 1,449 1,449 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

                  事業費：3,906千円

【平成21年度主要施策成果説明書】

主要施策の実績等の説明事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　給食配送車輌の老朽化に伴い、２ｔ車輌２台　３ｔ車輌３台の計５台の買い替
えを行った。　　　　事業費：26,863千円

　経済的理由によって、就学困難と認められる学齢児童生徒の保護者に対し、
学校給食費等を援助した。

（事業費の内訳　小学校費51,806,658円　中学校費43,537,175円）

　保護者の所得状況に応じて経済的負担を軽減するとともに公・私立幼稚園
間の保護者の格差是正を図る目的として、入園料保育料の減免に対する補助
を行った。

　市内小・中学校への感染拡大防止のために必要な消耗品を購入した。

　３幼稚園（与那城・勝連・平敷屋幼稚園）の保育環境の改善を図るため、空
調設備整備の実施設計を行った。

要保護及び準要保護児童生徒就学援助
費

　委託料：1,449千円

　与勝中学校校舎増改築工事に伴う食材収納コンテナー（6台）の備品を整備
した。
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○自ら学び考える力と確かな学力を培う教育の推進

事業費

(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計 教育部　施設課】

南原幼稚園園舎増改築事業 119,176 95,730 18,400 4,040 1,006

　整備面積：527.96㎡（改築：320㎡・増築：207.96㎡）
　【前年度繰越】　4,040千円

南原小学校校舎増改築事業 1,043,096 595,188 425,500 22,408

中原小学校校舎増改築事業 68,321 64,900 3,421
（平成２０年度繰越事業）

【平成21年度主要施策成果説明書】

主要施策の実績等の説明事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　老朽施設を改築することにより安全・安心性を確保し、教育環境の向上を
図った。

　老朽施設を改築することにより安全・安心性を確保し、教育環境の向上を
図った。

　【現年度】　115,136千円
　工事費：111,003千円　委託料：2,983千円  事務費：1,150千円

　賃借料：180千円　 　事務費：98千円

　　整備面積：3,867.22㎡（改築：1,895㎡・増築：1,972.22㎡）

　　委託料：30,252千円
　【現年度】　1,012,844千円
　工事費：984,029千円　委託料：19,107千円
　賃借料：3,258千円　　事務費：6,450千円

　運動場クレー舗装：4,976㎡・散水設備：256m
　工事費：67,539千円　委託料：504千円

　駐車場：一式・飼育小屋：１箇所・樹木移植：一式

　前年度からの繰越事業であるが、付帯施設を整備することにより、学校施設
の利便性を確保し、教育環境の向上を図った。

　委託料：4,040千円

　【前年度繰越】　30,252千円
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○自ら学び考える力と確かな学力を培う教育の推進

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計 教育部　施設課】

与勝中学校校舎増改築事業 185,713 30,914 117,300 31,293 6,206

与那城小学校屋内運動場改築事業 18,638 17,700 938

田場小学校屋内運動場増改築事業 264,069 120,861 136,000 7,208
（平成２０年度繰越事業）

　川崎小学校屋内運動場増改築事業 15,523 15,523 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

中原小学校プール改築事業 32,161 30,500 1,661
（平成２０年度繰越事業）

　事務費：4,338千円

　前年度からの繰越事業であるが、老朽施設を改築することにより安全・安心
性を確保し、教育環境の向上を図った。

　整備面積：1,497.87㎡（改築：833㎡・増築：664.87㎡）

　工事費：94,081千円　委託料：56,001千円
　整備面積：5,424.66㎡（改築：3,931㎡・増築：1,493.66㎡）

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　委託料：18,638千円

　賃借料：325千円　  　事務費：207千円　

　委託料：15,523千円

　工事費：31,195千円　委託料：966千円

　老朽施設を改築することにより安全・安心性を確保し、教育環境の向上を図った。

　（債務負担行為事業　平成２２年度完了予定）

　公有財産購入費：10,688千円　 補償費：20,605千円

　工事費：253,630千円　委託料：9,907千円

　駐車場：一式・堆肥、塵置小屋：１箇所

　老朽施設の改築整備に向けて実施設計を行った。

　付帯施設を整備することにより、学校施設の利便性を確保し、教育環境の向
上を図った。

　老朽施設の改築整備に向けて実施設計を行った。

主要施策の実績等の説明
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○自ら学び考える力と確かな学力を培う教育の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計 教育部　施設課】

小学校施設耐力度調査事業 1,260 1,260 【地域活性化・緊急安心実現総合対策交付金事業】
（平成２０年度繰越事業）

小学校施設耐震診断調査事業 7,552 7,163 389 【地域活性化・緊急安心実現総合対策交付金事業】
（平成２０年度繰越事業）

小学校施設環境整備事業 10,390 10,390 【地域活性化・生活対策臨時交付金事業】
（平成２０年度繰越事業）

　勝連小学校：空調設備　　津堅小学校：屋外倉庫・屋外便所　　　　　

中学校施設環境整備事業 17,350 17,350 【地域活性化・生活対策臨時交付金事業】
（平成２０年度繰越事業）

　工事費：17,350千円　　

小学校施設環境整備事業 5,135 5,135 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

　田場小学校：駐車場整備一式　　　　トイレ洋式化改修設計（市内全域）

中学校施設環境整備事業 294 294 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

宮森小学校防球ネット設置事業 498 498
　委託料：498千円

　防球ネットの整備に向けて実施設計を行った。

　工事費：4,652千円　委託料：483千円

　学校施設の利便性を確保し、教育環境の整備を行った。

　学校施設の利便性を確保し、教育環境の整備、実施設計を行った。

　老朽施設の今後の改築整備に向けて耐力度調査を行った。

　高江洲・赤道・桃原・宮城小学校　６棟の調査　　　　委託料：7,552千円

　委託料：294千円

　老朽施設の今後の改築整備に向けて耐震診断及び耐震化優先度調査を行った。

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明

　津堅中学校：屋外倉庫・屋外便所　　宮城中学校：プールろ過装置取替

　与那城小学校　１棟の調査　　　　委託料：1,260千円

　学校施設の利便性を確保し、教育環境の整備を行った。

　教育環境改善（トイレ洋式化改修）の整備に向けて実施設計を行った。

【平成21年度主要施策成果説明書】
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○自ら学び考える力と確かな学力を培う教育の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計 教育部　施設課】

中原小学校防球ネット設置事業 18,295 17,794 501

　あげな中学校防球ネット設置事業 483 483

　高江洲中学校防球ネット設置事業 7,098 7,098 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】
　屋外活動等における安全性を確保し、教育環境の向上を図った。

小学校用地購入事業 203,623 21,014 173,400 9,209

中学校用地購入事業 114,451 108,700 5,751

　　事務費：5千円　

　L=60m　H=12m
　工事費：6,657千円　委託料：441千円

　　宮森小学校　　　Ａ＝1,150.40㎡（２筆）
　　公有財産購入費：201,452千円　嘱託員報酬：1,236千円

　　L=176m　H=12m　　　　工事費：18,295千円

主要施策の実績等の説明

　　委託料：483千円

【平成21年度主要施策成果説明書】

　防球ネットの整備に向けて実施設計を行った。

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　　賃貸借等用地を購入し、安定した教育環境が継続できるよう努めた。
　　石川中学校　　　Ａ＝2,941.03㎡（６筆）

　　城前小学校　　　Ａ＝5,070.00㎡（12筆）

　屋外活動等における安全性を確保し、教育環境の向上を図った。

　　事務費：935千円

　賃貸借用地を購入し、安定した教育環境が継続できるよう努めた。

　　与勝中学校　　　Ａ＝35.61㎡（２筆）
　　公有財産購入費：113,210千円　嘱託員報酬：1,236千円
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○自ら学び考える力と確かな学力を培う教育の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計 教育部　施設課】

【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】
小学校施設消防設備改修事業 494 494

中学校施設消防設備改修事業 294 294 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

幼稚園施設消防設備改修事業 317 317 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

【一般会計   指導部 　学務課】

小学校施設地上デジタル放送設備 47,274 47,274 【地域活性化・生活対策臨時交付金事業】

対策事業 　地上デジタル放送への移行に伴うテレビ視聴環境の整備を行った。
（平成20年度繰越） 　委託料2,945,250円　工事請負費18，261,600円

　備品購入費26,066,250円　250台

　中学校教育施設環境整備事業 6,483 6,483 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】
　地上デジタル放送への移行に伴うテレビ視聴環境の整備を行った。
　委託料1,543,500円　　　工事請負費4，939,200円

　幼稚園教育施設環境整備事業 2,600 2,600 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】
　地上デジタル放送への移行に伴うテレビ視聴環境の整備を行った。
　工事請負費2,599,800円

【平成21年度主要施策成果説明書】

　委託料：294千円

　委託料：317千円

事　　業　　名

　安全・安心施設への改善整備に向けて実施設計を行った。

主要施策の実績等の説明
財　　源　　内　　訳

　委託料：494千円

　安全・安心施設への改善整備に向けて実施設計を行った。

　安全・安心施設への改善整備を行った。
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○自ら学び考える力と確かな学力を培う教育の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   指導部 　学務課】

【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】
小学校情報技術環境整備事業 10,133 10,133 　地上デジタル放送への移行に伴うテレビ視聴環境の整備を行った。

　小学校備品10,132,500円　86台

中学校情報技術環境整備事業 21,980 21,980 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

幼稚園情報技術環境整備事業 2,678 2,678 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】
　地上デジタル放送への移行に伴うテレビ視聴環境の整備を行った。
　幼稚園備品2,677,500円　18台

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　中学校備品　21,979,650円　152台

主要施策の実績等の説明

　地上デジタル放送への移行に伴うテレビ視聴環境の整備を行った。
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○潤いと生きがいのある生涯学習社会をつくる社会教育・社会体育の推進

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計 教育部　社会教育課】

少年ふれあいの翼事業 400 400
（宮崎県木城町からの受入）

第５回うるま市生涯学習フェスティバル 2,211 2,211

　
　平成２１年度成人式 1,225 1,225

　放課後子ども教室推進事業 9,750 6,499 3,251 　全小学校区において、放課後や週末等に余裕教室を利用して、子ども達の
安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画を得て、子ども達
と共に勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の取組みを実施
した。

　市民一人ひとりの学習の成果や、各種団体や機関、行政の取組み等を発表
し、「生涯学習まちづくり」の気運を高めるとともに、生涯学習への認識や各種事
業に対する市民の参画意識の向上を図った。

事　　業　　名

　本市のこれからの時代を担う新成人に大人としての自覚を促し、義務と権利
についてあらためて認識してもらう機会として位置づけ、新成人の門出をみんな
で祝福し、将来の幸せと市の発展を祈念した。

　　うるま市　ホームステイ受入　16世帯　交流会参加　50人

財　　源　　内　　訳

【平成21年度主要施策成果説明書】

　展示・体験部門：参加者　延３，３４２人

主要施策の実績等の説明

　次世代を担う市内の青少年と県外青少年が、体験学習やホームステイ、参
観活動などの交流を通して見聞を広めた。また、規律ある団体生活の中から自
主性や協調性を培うことにより、学校や地域のリーダーとしての育成を図った。

　参加数：　宮崎　小学生２１人・中学生１１人

　日時：平成２２年２月６日（土）～７日（日）

　日時：平成２２年１月９日（日）
　平成２１年度新成人対象者：１，３８７人

　実施回数：　延１，３７５回        参加人数：　２５，１９８人

　舞台部門：出演者　１，５２１人　観客　延１０，４１０人

　日　 程：　平成２１年８月２２日～２４日
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○潤いと生きがいのある生涯学習社会をつくる社会教育・社会体育の推進

事業費

(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計 教育部　社会教育課】

【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

　 公民館地上デジタル放送設備 1,074 1,074

対策事業 　工事請負費703,500円   
  公民館庁用備品369,600円

【一般会計   教育部　図書館】

中央図書館空調設備改修事業 3,150 3,150 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

委託料：３，１５０千円

【一般会計 教育部　社会体育課】

全国高等学校総合体育大会 34,970 23,628 11,342

施設整備事業

6,405 千円

420 千円
13,839 千円

420 千円
11,235 千円

2,651 千円

全国高等学校総合体育大会事務局費 4,500 4,500

　　具志川多種目球技場芝成養生管理業務委託

　空調設備の老朽化に伴い、改修工事に向けて実施設計を行った。

　　与那城多種目球技場芝生維持管理工事

工事請負費

委託料

　平成22年度全国高等学校総合体育大会の相撲競技、ｻｯｶｰ競技の開催に
向け、近畿まほろば総体へ視察研修員18名派遣、並びにリハーサル大会の実
施と事務局用のパソコンの購入と賃金職員を雇用し事務局の強化を図った。

　　競技用サッカーゴールポスト等備品購入

　平成22年度全国高等学校総合体育大会に向けて、本市で開催するサッ
カー競技会場及び施設整備を行った。

工事請負費

　地上デジタル放送への移行に伴うテレビ視聴環境の整備を行った。

主要施策の実績等の説明

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

設計・管理業務委託
　　石川運動場改修工事

委託料
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○潤いと生きがいのある生涯学習社会をつくる社会教育・社会体育の推進

事業費

(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計 教育部　社会体育課】

【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

社会体育施設改修工事 7,111 7,111

委託料 7,111 千円
【一般会計 指導部　教育研究所】

適応指導教室事業 5,468 5,468

報 酬 4,860千円 　　使用料及び賃借料：36千円
報 償 費 80千円
旅 費 82千円
需 用 費 317千円

役 務 費 21千円 　
【一般会計 指導部　青少年センター】

青少年相談及び指導事業 14,150 14,150
青空教室（適応指導教室）
相談員の学校配置

問題を抱える子ども等の自立支援事業 2,564 2,564

　老朽化し、施設利用に支障をきたしている具志川野球場の改修建築設計業
務委託や改修現場技術業務委託を行った。

　　負担金・補助及び交付金：72千円

【平成21年度主要施策成果説明書】

主要施策の実績等の説明事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　青少年の健全育成を目指し、児童生徒の登下校指導・夜間街頭指導をはじ
め、非行防止等のため電話、面接による教育相談、相談員の学校配置を実
施。そして、市内不登校児童生徒（非行型）に対し、学校配置を実施。そして、
市内不登校児童生徒（非行型）に対し、個別、集団生活を通し、学校への早期
復帰を目指した学習支援を実施した。

　不登校や登校しぶりを中心に諸問題行動の未然防止、早期発見、早期対応
に自立支援コーディネーターや支援員を中学校に配置し、課題解決研究に当
たった。

　市内の心理的、情緒的要因による不登校児童・生徒に対して、個々の状態
に応じた指導援助を行い、人間関係の改善を図るとともに、自立心を高め社会
性を身につけさせ、学校適応を促進するための指導、援助を行った。

　平成２１年度は１０人の入級児童・生徒に対し個別対応の充実と学校への
チャレンジ登校、高校進学に向けての学習指導、援助を実施した。

　学校復帰２名、高校進学１名、進学希望１名、就職１名。
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○豊かな感性を育む芸術文化の振興と文化財の保護・活用の推進

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   教育部　文化課】

自主企画公演事業 11,917 4,593 7,324

報酬 1,620,000 円
需用費 989,422 円
役務費 1,354,140 円
委託料 6,878,300 円
使用料賃借 176,292 円

855,000 円

○平成２１年度自主企画公演入場料歳入額
1.千住真理子ヴァイオリンリサイタル 2,285,500 円
2.藤木勇人語りぐち～琉球はなし物語～ 313,000 円

1,257,000 円
279,500 円
121,000 円
337,500 円

計 4,593,500 円

市民芸術劇場施設維持管理費 81,488 4,081 77,407

○歳入 施設使用料 13,424,950 円

○響ホール開館日数 239 日　　稼働率58％

入場者数 67,106 人

○燈ホール開館日数 237 日　　稼働率62％

入場者数 19,218 人

貸しホール状況

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　響、燈の2つのホールの特性を活かし、優れた舞台芸術の招聘と舞台芸術の
創造、発表の場を提供した。

　　○主な歳出内訳

6.ジュニア・オーケストラ第８回定期演奏会

【平成21年度主要施策成果説明書】

　芸術性の高い音楽、演劇の鑑賞の機会を市民に提供することにより、心の豊
かさを培い市民の文化向上に寄与する。団体、子ども達の活動・発表を支援し
芸術文化の高揚、人材育成に努めた。

5.谷口睦美メゾソプラノリサイタル
4.カルテット・スピリタス

負担金、補助金

主要施策の実績等の説明

3.第５回うるま音楽祭
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○豊かな感性を育む芸術文化の振興と文化財の保護・活用の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   教育部　文化課】

石川会館施設維持管理費 6,844 4,869 1,975

○歳入 施設使用料 4,869,700 円

貸しホール状況

296
入場者数 33,385 人

　きむたかホール施設維持管理費 27,616 4,185 23,431

○歳入 4,081,100 円

296
入場者数 39,665 人

うるま市民芸術劇場改修事業 10,366 10,366

委託料 1,143,450 円
工事請負費 9,222,000 円

開館日数

【平成21年度主要施策成果説明書】

日　　稼率26％

事　　業　　名 主要施策の実績等の説明
財　　源　　内　　訳

開館日数

　築１５年を迎え、施設の老朽化による雨漏り、対応年数が過ぎた音響等の備
品の故障などが多発していることから、施設・備品の修繕、整備を実施した。

【地域活性化・経済危機対策臨時交付金】

　戦後沖縄の政治、経済、文化発祥の地として知られる石川地域において、こ
れまで培われてきた地域文化の向上を図ると共に発表の場を提供した。

貸しホール状況
施設使用料

日　　稼率55％

　様々な文化・芸術の催し物の発表の場を提供している他、活動拠点となって
いる現代版組踊「肝高の阿麻和利」など地域団体の育成に努めた。
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○豊かな感性を育む芸術文化の振興と文化財の保護・活用の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   教育部　文化課】

11,790 11,790

701,400 円
1,680,000 円
9,408,000 円

 勝連城跡整備事業 40,187 33,280 6,907

円
円
円
円
円
円
円
円

（補助率）

395,648

　県支出金　 ：3.2%

需用費：

40,186,428計：

　国庫支出金：80%

【地域活性化・経済危機対策臨時交付金】

27,237,000

　築１９年を迎え、施設の老朽化から空調機が故障や窓の破損が数カ所みら
れるほか、来館者用エレベーター等、修繕が必要な箇所が多数あることから、
施設の修繕、整備を実施した。

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明

委託料

　　平成2１年度は地形模型設置、四の曲輪北区整備工事を実施した。

旅費：
報償費：
賃金：

工事請負費

　「琉球王国のグスク及び関連遺産群」の一つとして世界遺産に登録されてい
る勝連城跡の城郭内の整備を実施し、その内容を広く公開するとともに適切な
保存と活用を図った。

192,000
178,510

4,425,150

工事請負費：

委託料：
561,120使用料及び賃借料：

7,197,000

需用費（修繕費）

石川図書館・石川歴史民俗資料館
改修事業
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○豊かな感性を育む芸術文化の振興と文化財の保護・活用の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   教育部　文化課】

勝連城跡土地買上事業 26,827 22,080 4,747

　　平成2１年度購入面積：513.44㎡
円
円
円

（補助率）

　遺跡発掘調査事業 3,010 2,520 490

円
円
円
円
円

（補助率）

　国庫支出金：80%

補償、補填及び賠償金： 19,134,000
公有財産購入費：

　県支出金　 ：2.4%

　周知の埋蔵文化財での諸開発における発掘調査及び事前調査に対応する。
個人住宅建設に伴う平敷屋古島遺跡・美川原遺跡の発掘調査を行った。

賃金：

　「琉球王国のグスク及び関連遺産群」の一つとして世界遺産に登録されてい
る勝連城跡の保存上、遺構と一体化して保存することが必要であり歴史的環
境の保護から指定地の土地を買上して保存した。

1,974,525

　国庫支出金：80%

委託料：

　県支出金：4.0%

使用料及び賃借料： 269,535

需用費： 54,742
708,000

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明

1,789,200委託費：
5,838,200

3,006,802
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○豊かな感性を育む芸術文化の振興と文化財の保護・活用の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   教育部　文化課】

53,441 53,441

円
円
円
円

　　　補助率：100%

東恩納西原遺跡緊急発掘調査事業 30,296 30,296

円
円
円
円

　　　補助率：100%

　大田坂発掘調査事業 3,383 3,223 160

円
円
円

　　　補助率：100%

○主な内訳

主要施策の実績等の説明

　県道具志川沖縄線改良工事に伴う大田坂の記録保存を目的とした緊急発
掘調査事業である。

587,440

○主な内訳

4,303,980使用料及び賃借料：
委託費：

773,305需用費：

　県企業局による新石川浄水場関連の低区調整池建設に伴う埋蔵文化財の
記録保存を目的とした緊急発掘調査事業である。

11,540,000

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名

　嘉手納弾薬庫内埋蔵文化財
緊急発掘調査事業

財　　源　　内　　訳

12,180,000委託費：

報酬： 2,160,000

使用料及び賃借料： 347,000

報酬：

使用料及び賃借料：

12,180,000

11,540,000

4,303,980

773,305需用費：

○主な内訳
報酬：

　県企業局による新石川浄水場関連の低区調整池建設に伴う埋蔵文化財の
記録保存を目的とした緊急発掘調査事業である。

需用費：
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○豊かな感性を育む芸術文化の振興と文化財の保護・活用の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   教育部　文化課】

兼箇段陣地壕群緊急発掘調査事業 3,916 3,916

円
円
円

　　　補助率：100%

　平敷屋トウバル遺跡緊急発掘調査事業 10,684 10,045 639

円
円
円

　　　補助率：100%

○主な内訳

6,460,000
2,420,284

○主な内訳

使用料及び賃借料：

　ホワイトビーチ内における海上自衛隊による燃料タンク建設に伴う記録保存を
目的とした緊急発掘調査事業である。

報酬：

829,080使用料及び賃借料：

主要施策の実績等の説明

委託料：

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

900,370

　県中部土木事務所による具志川環状線建設に伴う旧日本軍によって構築さ
れた陣地壕群の記録保存を目的とした緊急発掘調査事業である。

報酬：
需用費： 662,498

2,090,000

【平成21年度主要施策成果説明書】
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○豊かな感性を育む芸術文化の振興と文化財の保護・活用の推進

事業費

(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   教育部　文化課】

市史編さん事業 14,529 14,529

円
円
円

【一般会計   議会事務局　庶務課】

議会史編さん事業 6,651 6,651
平成２１年度分 3,322 3,322

（平成２０年度繰越分） 3,329 3,329

○主な内訳
報酬：

　平成21年度は、資料編１「議会の活動」の編集作業を実施した。また、前年
度より繰り越された旧具志川議会史第１巻「通史編」及び「補遺」の校正作業を
実施し、平成22年1月発刊した。

使用料及び賃借料： 1,197,000

10,422,000
役務費： 2,112,000

　市史第８巻｢民俗編｣(平成22年度刊行予定)の編集、補足調査及び原稿執
筆、民俗変容の座談会（7回）、市史第９巻｢文献･統計編｣の編集、資料収集、
うるま市関係資料の収集を実施した。

事　　業　　名 主要施策の実績等の説明

【平成21年度主要施策成果説明書】

財　　源　　内　　訳
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○環境と調和した安全で安心できる農林水産業の振興

○賑わいと活力ある商工業の振興

○歴史と自然を生かした「見る」「触れる」「感じる」観光の振興

○戦略的な新産業の創出と就業支援の推進

  ３．うるま市の魅力を生かした産業を育てます



○環境と調和した安全で安心できる農林水産業の振興

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   経済部 　農水産整備課】

集落地域整備統合補助事業（宮城地域） 10,995 9,619 1,200 176 　宮城地域の地域活性化を図るため、農村集落の生活環境整備を行った。

（平成２０年度繰越事業） 　工事費：１０，９９５千円

37,397 33,925 3,100 372
13,132 11,949 1,000 183 　平成21年度 　工事費：３４，１８３千円

〃　（平成20年度繰越事業） 　委託料：　１，４９６千円

計 50,529 45,874 4,100 555 　事務費：　１，７１８千円
　平成20年度 　工事費：１３，１３２千円

40,409 37,064 3,000 345

　 　工事費：３８，６０４千円
　事務費：　１，８０５千円

43,291 37,064 3,000 3,227

　工事費：２８，９５５千円
　委託料：１２，５３１千円
　事務費：　１，８０５千円

16,777 6,700 10,077

　負担金額：１６，７７７千円

　農業生産性の向上を図るため、末端かんがい排水施設の整備を行った。

農山漁村活性化プロジェクト支援
交付金事業（うるま２期地区）

　サトウキビの増収及び高収益性作物への転換による農業生産性の向上を図る
ため、末端かんがい排水施設の整備を行った。

県営かんがい排水事業
（与勝2期地区）負担金

　与勝地下ダム関連幹線排水施設（パイプライン）の整備により、末端施設への
水の供給による農業生産性の向上が図られる。

【平成21年度主要施策成果説明書】

財　　源　　内　　訳
事　　業　　名 主要施策の実績等の説明

　農業生産性の向上を図るため、与那城地区の農道及び排水路整備を行った。農山漁村活性化プロジェクト支援
交付金事業（与那城地区）

農山漁村活性化プロジェクト支援
交付金事業（うるま１期地区）
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○環境と調和した安全で安心できる農林水産業の振興

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   経済部 　農水産整備課】

22,243 8,800 13,443

　負担金額：２２，２４３千円

4,100 2,200 1,900

　負担金額：　４，１００千円

農道クリーンアップ事業 4,599 4,599

【一般会計   経済部 　農政課】

　津堅島イモゾウムシ等根絶事業 6,983 6,983

　高齢者や派遣切れによる失業者を雇用して、市内主要幹線農道の清掃、草刈
り作業等、営農環境の整備に取り組んだ。

県営農地保全整備事業
（上原2期地区）負担金

【平成21年度主要施策成果説明書】

　上原地区は、周辺が海に囲まれ台風や寒波の影響を受けていることから、農作
物及び農地等への被害防止並びに、農業生産性の向上を図るため、防風林帯
等の整備を行った。

事　　業　　名

　イモゾウムシ等根絶事業は、平成１９年度から２１年度までの３ヶ年事業として、
沖縄県病害虫防除センターから委託を受け実施した。津堅島に自生する奇主植
物の除去・焼却や土地改良区への薬剤散布を実施した結果、島内に蔓延してい
たイモゾウムシ等が大幅に減少した。これにより、津堅島における芋の高品質・多
収性及びブランド化、さらには特産であるニンジンとの輪作による高収益農業の実
現が期待される。同事業は平成２２年度も継続事業として実施中である。

財　　源　　内　　訳
主要施策の実績等の説明

　事務費：　４，５９９千円

県営かんがい排水事業
（南風原・西原地区）負担金

　サトウキビの増収及び高収益性作物への転換による農業生産性の向上を図る
ため、末端かんがい排水施設の整備を行った。

　津堅島在住3人へ作業委託：241日/年

－38－



○環境と調和した安全で安心できる農林水産業の振興
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

【一般会計   経済部 　農政課】 千円 千円 千円 千円 千円

　強い農業づくり交付金事業 37,464 34,972 2,492 低コスト耐候性ハウス
（低コスト耐候性ハウス・小型ハーベスター）

小型ハーベスター

特産農産物生産組織化支援事業 2,098 2,098

（甘しょ）

【一般会計   経済部 　農水産整備課】

地域水産物供給基盤整備事業 50,000 45,000 4,500 500

　　（津堅地区）

　もずく消費拡大を図るブランド事業 7,854 7,854

　事務費：　２，５６１千円

　JAおきなわが事業主体となり、低コスト耐候性ハウスを導入し、生産技術の確
立及び生産拡大、安定供給を図るため、補助金を交付した。

　トラクター・施肥機械を導入し、生産性の向上を図るとともに、加工部門で蒸気
ボイラー・洗浄機を導入による省力化を確立するため、農業生産法人（有）みや
のに補助金を交付した。

　津堅漁港の漁港施設を総合的に整備することにより、安全で快適な漁港の形
成が図られ、漁港経営の安定が図られる。

　委託料：３２，４０３千円

財　　源　　内　　訳

事業規模：３,１７７㎡　(１５棟)   　　受益者４農家

主要施策の実績等の説明

　　（総事業費１５，０３６千円うち国県支出金１５，０３６千円）

（総事業費２２,４２８千円うち国県支出金１９,９３６千円、一般財源２,４９２千円）
　小型ハーベスター１台、収納袋３０袋

　もずくの消費拡大や地産地消及び地場産業の振興を図るため、早摘みもずくを
原料とした新商品の開発に取り組んだ。

　委託料：７，８５４千円

　工事費：１５，０３６千円

【ふるさと雇用再生特別交付金事業】

事　　業　　名

【平成21年度主要施策成果説明書】

　JAおきなわが事業主体となり、植え付けから収穫までの機械化一貫体系を推
進し省力化、生産低コスト化によるさとうきび生産向上を図るため、小型ハーベス
ター等の整備に補助金を交付した。

－39－



○環境と調和した安全で安心できる農林水産業の振興

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

【一般会計   経済部 　農水産整備課】 千円 千円 千円 千円 千円

浮魚礁漁場整備事業 60,210 50,175 9,000 1,035

○賑わいと活力ある商工業の振興

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   経済部 　商工課】

特別自由貿易地域物流支援事業補助金 6,250 6,250

うるま市信用保証料補助金 662 662

うるま市商工会補助金 18,423 18,423

中城湾港開発推進協議会負担金 2,339 2,339

　　　　　　対象企業１０社　　　コンテナ台数：１５３台

　うるま市商工会へ育成補助金として交付した。

　中城湾港新港地区開発の協力体制を確立し、企業誘致活動、国・県への要請
活動、四者意見交換会等の諸事業を実施した。

【平成21年度主要施策成果説明書】

財　　源　　内　　訳
主要施策の実績等の説明

財　　源　　内　　訳
事　　業　　名

　沖縄県小規模企業対策資金に必要な信用保証料を助成した。

　委託料：　２，６７８千円

主要施策の実績等の説明

事　　業　　名

　　補助率：50%以内、　上限10万円、　対象人数13人

　特別自由貿易地域内に立地する企業の物流コストの低減を図るため、コンテ
ナの出荷個数に応じて助成した。

　本事業で既設魚礁より近海に耐久性の優れた浮魚礁を設置したことにより、漁
場への移動や漁場探索に要する時間や燃料コストの軽減及び流失の解消が図
られた。また、複数設置したことにより、効率的な蝟集効果が期待でき、漁船漁
業の効率的な操業が確保され、出漁の不安解消につながり、新規操業者の増
加、水産物の安定供給が図られる。

　工事費：５４，６００千円

　事務費：　２，９３２千円
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○賑わいと活力ある商工業の振興
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   経済部 　商工課】

企業立地促進協議会負担金 2,920 2,920

地域総合整備資金貸付金 88,000 88,000

定額給付金事業 1,781,784 1,781,784 　定額給付金を42,627世帯、116,802人へ給付した。
（平成２０年度繰越事業） 　　　　支給総額：1,781,784,000円

　　　　給付率：99.27％

定額給付金事務費 40,871 40,871 　定額給付金事業に伴う事務費：40、８７１千円
　　　通信運搬費　9,416,079円、手数料　4,106,490円
　　　事務委託料13,945,759円、パソコン借上料　7,528,600円
　　　その他　5,874,143円

うるま市ＤＶ被害者に対する定額給付金事業 56 56

プレミアム商品券補助事業 13,560 13,560 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】
　

取扱業種：小売業５６．８％、飲食業１５．９％、サービス業１０．２％、

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

【平成21年度主要施策成果説明書】

　地方債を原資として民間事業者に無利子資金の貸し付けを行った。
　    平成2１年度貸付対象企業　1社

　うるま市・金武町企業立地促進協議会へ組織と基本計画を変更申請し、国か
らの同意を得る。地域ソフトウエア開発人材養成事業、地域金型人材養成事業
等を実施した。

主要施策の実績等の説明

　　　　　　　農協５．７％、旅行業３．４％、製造業２．３％

換金率９９．６％、大手小売企業５３．６％、中小零細業者４６．４％

支給対象世帯２世帯、４名に支給

　地元消費拡大と地域経済の活性化を図るため、うるま市商工会が販売した割
増商品券（うるみん商品券）に対して、割増相当額及び経費を補助金として交付
した。
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○歴史と自然を生かした「見る」「触れる」「感じる」観光の振興
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   経済部 　観光課】

まつり運営補助金 20,000 20,000

来場者
うるま祭り 13,500,000 円 約 １２万 人
エイサーまつり 6,500,000 円 約 8万 人

あやはし海中ロードレース大会補助金 2,500 2,500

6934 人
2711 人
4010 人
213 人

リゾートウェディング調査業務事業 1,000 1,000 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

観光商品流通促進事業 6,795 6,795

開催回数 ６回 来場者数 ２３７１人

主要施策の実績等の説明

市外参加者

事　　業　　名

（内訳）　うるま市民

　風光明美な海中道路を舞台に、県内外からランナーを迎え、競技力向上と健
康増進、また観光振興を図るため、大会運営に係る補助金を交付した。

第10回大会参加者

　イベントをとおして地域活性化を図り市民の連帯と協調を密にし、まちづくりに寄
与した。

　補助金

　観光振興及び地域活性化を図るため、本市におけるリゾートウェディングの実態
把握とその現状について調査を行った。

委託料：1,000,000円

　本市が誇る地域伝統芸能（闘牛・エイサー）を素材として活用し、県内外の観
光客をターゲットにした新たな観光商品「闘牛×エイサー～夢のコラボ～」と題し
た観光用にアレンジ・構成したエンターテイメントを実施した。　県外、市外からの
来訪者が増えてきており、また地域の方々の活動の場として認知されつつある。

  委託料：6,795,000円

県外参加者

財　　源　　内　　訳

【平成21年度主要施策成果説明書】
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○歴史と自然を生かした「見る」「触れる」「感じる」観光の振興
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   経済部 　観光課】

【地域活性化・生活対策臨時交付金事業】
あやはし館整備事業 22,026 22,026

（平成20年度繰越事業）

委託料 2,047,500 円

工事請負費 18,795,000 円

備品購入費 1,183,468 円

計 円

○戦略的な新産業の創出と就業支援の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   経済部 　商工課】

シルバー人材センター運営補助金 18,602 18,602

　　　平成２１年度実績　会員数５７１人　就業実人数４７８人　　　
　　　契約額189,725,156円

1,509 1,509

再就職相談者３，１９３人、職業訓練相談者６６３人、生活相談者１，３１８人

　国の緊急経済対策を受け、地域経済の活性化と自然豊かな地域資源を活用
した観光客の誘客を促進するため、海の駅あやはし館のレストラン拡張工事を
行った。

22,025,968

沖縄駐留軍離職者対策センター
運営補助金

財　　源　　内　　訳

　高年齢退職者等の就業機会の確保と生きがいづくりを図るため、シルバー人材
センターに対し、運営補助金を交付した。

　駐留軍労働者に対する技能訓練、生活相談、福祉扶助及び離職者に対する
再就職を促進するため、運営補助金を交付した。

事　　業　　名 主要施策の実績等の説明

主要施策の実績等の説明

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳
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○戦略的な新産業の創出と就業支援の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   経済部 　商工課】

3,371 3,371

緊急雇用創出事業 37,468 37,468

与那城東照間地内工場等整備事業 103,903 7,526 2,359 94,018

地域資源を活用した安慶名再生プロジェクト 9,566 9,566

健康長寿産業創出プロジェクト 9,527 9,527

14,490 14,490

　新規雇用失業者数　８名

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　事業所実績５４所　　会員１９５人

　新規雇用失業者数　５名

　再開発が進む安慶名地区において、特色ある店舗の誘致と地域活性化を目
的にイベント等の企画・実施を行い、誘客と地域活性化に取り組んだ。

　臨時職員採用　３０人（平成２２年１月～３月）
　臨時職員採用　３３人（平成２１年４月～９月）

　新規雇用失業者数　８名

主要施策の実績等の説明

　ヘルスツーリズム及び健康プログラムの事業化、健康特産品のブランド化による
雇用創出と地域経済の活性化に取り組んだ。

　販路拡大と競争力強化を図るため、ICTを活用し消費者と生産者・販売者をつ
なぐ新しい情報提供スタイルとしてのポータルサイトの立ち上げに取り組んだ。

公有財産購入費　89,700,000円
施設内駐車場整備　9,066,750円
（地域活性化・経済危機対策臨時交付金　7,525,350円）

【平成21年度主要施策成果説明書】

【ふるさと雇用再生特別交付金事業】

【ふるさと雇用再生特別交付金事業】

ＩＣＴを活用した販路拡大と競争力強化の
拠点づくり事業

（財）沖縄中部勤労者福祉
サービスセンター補助金

　勤労者の福利厚生事業を推進し勤労意欲の向上と本市の商業活性化を図る
ため、運営補助金を交付した。

【ふるさと雇用再生特別交付金事業】
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○戦略的な新産業の創出と就業支援の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   経済部 　商工課】

19,783 19,783

感動産業創出を目指したｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業 9,346 9,346

うるま市戦略推進事業 6,016 6,016
（頑張る地方応援プログラム）

特別旅費

委託料 ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ等業務委託

　〃 ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ創出塾運営委託

　〃 産業振興コーディネーター業務委託

金武湾開発推進連絡協議会負担金 2,628 　 2,628

創・操業支援事業 9,423 9,423

　　○主な歳出内訳

　現代版組踊「肝高の阿麻和利」を基調とした地元コンテンツの創造と感動体験
型産業育成のシステムづくりに向け取り組んだ。

新規雇用失業者数　４名

財　　源　　内　　訳
主要施策の実績等の説明

　うるま市、金武町、宜野座村では、「健康・長寿・美」をコンセプトとした、環金武
湾振興ＱＯＬプロジェクトを推進。平成２１年度は、第２回環金武湾ウォーキング
フェスタ、コーディネーター業務委託、県外視察・研修、国・県との意見交換等を
実施した。

1,050,000円

2,000,000円

　総合計画で健康産業、観光産業、環境産業、感動産業を戦略産業として位置
づけ、これらを産学官民体制で　平成１９年度から平成２１年度にかけて総務省
が行う頑張る地方応援プログラムを活用し、地域資源を活用した地域特産品の
ブランド化、中城湾港新港地区への企業誘致、国際的ブランド力の高いリゾート
ホテルの誘致、農畜水産業の充実、伝統文化・歴史を基調とした感動型産業の
創成、ＩＴ事業支援センターの整備、雇用創出事業等を戦略的に展開した。

456,640円

2,160,000円

　コンテンツビジネスにおける商品開発とそれに伴う人材育成と雇用の創出を
図った。

　沖縄県から委託業務として、中城湾港新港地区の特別自由貿易地域における
立地企業の創業支援及び操業支援を実施した。

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名

地域ｷｬﾗｸﾀｰを活用したｺﾝﾃﾝﾂによる
ﾋﾞｼﾞﾈｽ化事業

【ふるさと雇用再生特別交付金事業】

【ふるさと雇用再生特別交付金事業】
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○未来を担う子どもたちのための子育て支援の推進

  ４．誰もが健康で、互いに助け合える地域を育てます

○誰でもどこでも安心して暮らせる地域福祉の推進

○誰もが安らぐ、心とからだの健康づくりの推進

○高齢者が生きがいをもち、健康で安心して暮らせる環境づくりの推進



○誰でもどこでも安心して暮らせる地域福祉の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計　福祉部　生活福祉課】

地域福祉計画推進事業 10,050 10,050

　　コミュ二ティソーシャルワーカーの配置：５名
　　相談件数：1,407件

　市社会福祉協議会補助金 123,810 123,810

【一般会計　福祉部　障がい福祉課】

重度心身障害者医療費助成事業費 209,325 92,888 116,437

　支給人員　2,223　人
　医療費　　185,135千円
　食事費　　　23,548千円

地域活動支援センター事業 58,000 11,250 46,750

地域福祉計画に定められた、コミュ二ティソーシャルワーカーを市社協の本
所・支所に配置し、総合的な相談とサービス調整機能の確立及び地域住民等
と連携した要援護者の支援体制の充実を図った。

　市社協に補助金を交付し、小地域福祉活動として要援護者を支援する福祉
ネットワークの体制づくりやふれあいのまちづくり事業、老人、児童、障がい者福
祉活動等の各種の福祉サービスをきめ細かに実施し、行政・社協・地域住民
が共に助け合い、支え合う仕組みづくりを推進した。

  保険診療による医療費の一部を助成し、重度心身障害者（児）　の保健の向
上と福祉の増進を図った。（県1/2補助）

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明

  障害者への創作活動や生産活動の機会を提供し、社会との交流を促進する
事業を実施した。（国県3/4補助）

　訪問看護費　　642千円　　　　　　　計209,325千円

　地域活動支援センター　　7ヶ所　利用人員　319人
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○誰でもどこでも安心して暮らせる地域福祉の推進

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計　福祉部　障がい福祉課】

障害者自立支援給付事業 1,464,440 1,098,330 366,110

＜扶助費の内訳と実績＞

　　　　利用延べ人員7,783人　　公費負担額  1,458,312千円
　高額福祉サービス費
　　　　利用人員　2人　　公費負担額　221千円
　療養介護医療費

精神障害者保健福祉啓発事業 187 187

①心健康づくり講演会
　　＊ストレスよこんにちは、うつ病よさようなら
　　　平成21年６月13日　参加人数　175人

　　　平成21年3月13日　参加人数　100人
　　＊精神障害者への関わり方

　　＊うるみん健康福祉まつり（みんないきいき障がいフエスタ）
　　　平成21年12月5日～6日　　参加団体17団体
　　　場所　うるま市健康福祉センターうるみん

　　　平成21年9月19日　民生委員　参加

　介護給付費・訓練等給付費

　　＊うつ病について

　　　　利用人員　7人　　　公費負担額　5,907千円
　　　　　　　　　　　　　　計　　　1,464,440千円

　精神障がい者が地域において誤解と偏見のない生活ができるように、市民の
理解と協力を得ることを目的に啓発事業を行った。

②障がい者の社会復帰と・自立生活の促進に関する活動及び医療機関・社
会復帰施設等の事業の紹介

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明

【平成21年度主要施策成果説明書】

　障がい者が地域で生活していくためにホームヘルパーなどの福祉サービスを
提供し、障がい者が自立して生活できるように図るため事業を実施した。

（国県3/4負担）
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○誰でもどこでも安心して暮らせる地域福祉の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計　福祉部　障がい福祉課】

生活保護扶助費 2,594,485 1,962,783 631,702

　扶助費の内訳
生活扶助 医療扶助
住宅扶助 出産扶助
教育扶助 生業扶助
介護扶助 葬祭扶助

　1,177世帯（1,735人）　　　保護率：14.68‰
【特別会計  市民部　国民健康保険課】

疾病予防事業 64,606 18,549 46,057 　国保人間ドック・脳ドック

　人間・脳ドック受診者数：2,766人

　助成額：1人当たり　12,000円（ただし、胃部検査を実施しない場合は9,000円）

20,686千円 8,926千円
3,021千円

　病気の早期発見・早期治療による疾病の重症化及び長期化の防止を図るた
め実施。併せて、生活習慣の改善への意識づけにより健康の保持・増進を高
めることを目的に当市近郊の健診医療機関と業務委託契約を交わし実施して
いる。

61,276千円
27,374千円
4,198千円

保護施設事務費及び委託事務費
中国残留邦人等支援給付費
　　　平成21年度末の生活保護状況

229千円

　生活に困窮している方に対し、その困窮の程度に応じ必要な保護を行い、そ
の最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長した。（国庫負担金3
／4）

811,815千円
250,248千円

1,406,712千円

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明
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○誰でもどこでも安心して暮らせる地域福祉の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【特別会計  市民部　国民健康保険課】

特定健康診査等事業費 65,101 30,790 34,311

　収納率向上特別対策事業 54,686 10,500 44,186

　・徴収嘱託員による訪問徴収を強化した。

　病気の早期発見・早期治療による疾病の重症化及び長期化の防止を図るた
め実施。併せて、生活習慣の改善への意識づけにより健康の保持・増進を高
めることを目的に本市近郊の健診医療機関と業務委託契約を交わし実施して
いる。

　・現年度対策班（４人体制）を設置し、居所不明者の実態調査や現年度分の
納期内納付を推進した。

　　　　　対象者数 1,558人、受診者数 817人、受診率 52.4％

　・賦課徴収担当会議及び徴収嘱託員会議を定例化し、収納率の向上、口
座振替及び納税指導等に向けた検討を行った。

　　特定保健指導

　　特定健康診査
　　　　　対象者数 26,175人、受診者数 7,542人、受診率 28.8％

事　　業　　名

【平成21年度主要施策成果説明書】

財　　源　　内　　訳
主要施策の実績等の説明

　・職員、徴収嘱託員合同の夜間訪問徴収を実施し、現年度分の徴収強化、
納税指導及び口座振替の推進を図った。

　・滞納整理班（３人体制）を強化し、差押え等の滞納処分を執行し、滞納税
額の圧縮に努めた。
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○誰もが安らぐ、心とからだの健康づくりの推進

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   市民部 　健康支援課】

健康増進事業 89,102 1,988 87,114

＜実施事業及び実績＞

　　　　　　 （個別検診）視触診２，２９９人、ﾏﾝﾓｸﾞﾗﾌｨ　１，０５０人

10. 肺がん検診：　　　〃　　７，５５２人

13. 乳がん検診：　（集団検診）３，０７４人、（個別検診）２，３０５人

　健康増進法に基づき、生活習慣病予防健診を各行政区で実施し、疾病等を
早期発見するとともに、有所見者等に健康相談・健康教育及び訪問指導等を
行い、生活習慣病の予防対策を推進した。また、同時に胃、大腸、肺のがん検
診の実施、さらに婦人については、子宮がん、乳がん検診を実施した。これらの
有所見者には精査等の勧奨指導を行った。

　　　内訳 （集団検診）視触診３，０７０人、ﾏﾝﾓｸﾞﾗﾌｨ　１，６４４人

11. 肺がん検診(喀痰検査）　　　　４７４人

９．大腸がん検診：　　〃　　５，３３９人

　　　　　　　　　　②総合健康相談：２２３回実施、２７７人

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明

３．健康相談　　①重点健康相談：　６５回実施、６４０人

２．健康教育　　①集団健康教育：　７２回実施、７０２人

１．健康手帳交付総数：２，６８８人

４．生活習慣病予防健診（４０歳未満及び生保受給者）：　６５回、１，９１２人

８．胃がん検診：　６５回実施、３，１１１人

12. 子宮がん検診：（集団検診）２，９８２人、（個別検診）３，０２０人

７．訪問指導　実人数：　３７人　　延べ人数　　４２人

５．骨粗鬆症検診　６５回実施　　１，７５５人（内、対象者１７３人）

６．肝炎ウィルス検診　　〃　　　１，２９９人
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○誰もが安らぐ、心とからだの健康づくりの推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   市民部 　健康支援課】

感染症予防費（委託料） 149,335 149,335

　新型インフルエンザ対策事業費 30,878 23,158 7,720

　　新型インフルエンザ予防接種者

5,902 人
1,566 人

 新型インフルエンザ感染拡大防止と予防対策のため、生活保護世帯、非課
税世帯の優先接種者対象に無料予防接種を行い、各課職員には感染予防
対策としてマスクや消毒液等を配布した。

①感染症のおそれのある疾病の発生及びまん延を防ぐため予防接種法による各
種予防接種

　ＭＲ１，２期（麻しん風しん混合）　　　２，５６１人

２回目接種者
　　防護マスク６３７箱、手指消毒液６１本、ベルコムローション５８本
　　消毒用エタノール79本、うがい薬６５本、カット綿72箱、ハンドソープ139本

　ポリオ　　　　　　　　　　　　　　　  ２，９２７人

【平成21年度主要施策成果説明書】

　　ベルコムローション（１L)67本

１回目接種者

　胸部Ｘ線検査　　　　　　　     ７，５５２ 人

②結核予防法に基づき結核の早期発見早期治療のため実施している胸部Ｘ線検査

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明

　インフルエンザ（６５歳以上）　       １０，９１６人

　ＢＣＧ予防接種　　　　　　　　　        １，２６１人

　日脳　　　　　　　　　　　　　　　　  １，２５０人

　ＤＴ　　　　　　　　　　　　　　      １，３２８人

　ＤＰＴ　　　　　　　　　　　　　      ５，１０１人

　ＭＲ３，４期（麻しん風しん混合）　　　２，５３７人
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○誰もが安らぐ、心とからだの健康づくりの推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   市民部 　健康支援課】

母子保健事業費 143,793 34,691 109,102 　母子保健手帳交付総数 1,464 件
1～14回 15,906 件

1,346 件
2,287 人
1,223 人
1,004 人

乳児 79 件
1歳6か月児 26 件
3歳児 34 件

356 件
6ｸｰﾙ 176 人
6ｸｰﾙ 233 人
6回 22 人
12回 596 人
4回 101 人
9回 1,126 人
1回 86 人

　心理相談 94回 167 人
　子供の成長発達を考えるつどい 6回 27 人
　あっぷるくらぶ、オレンジくらぶ

　　幼児健診後フォロ－教室 ２３回 171 人
　栄養食品支給 ３件 13 回
　母子保健推進員 70 人

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　育児講演会

　乳児一般健康診査

　１歳６ヶ月児健康診査

　離乳食実習

　ＨＢＳ抗原検査

主要施策の実績等の説明

　妊婦一般健康診査

　マタニティースクール

　精密健康診査

　３歳児健康診査

【平成21年度主要施策成果説明書】

　ベビースクール

　２歳児歯科検診

　食育（親子、幼児食）教室

　思春期教室

　妊産婦・新生児訪問指導
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○高齢者が生きがいを持ち、健康で安心して暮らせる環境づくりの推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   福祉部 　介護長寿課】

老人福祉センター解体工事事業 9,372 5,260 4,112

生きがい活動支援通所事業 36,603 245 36,358

【平成21年度主要施策成果説明書】

　　　■中央型

　　委託先：与勝の里（津堅島）

　　・実施回数：　　８９４回　　　・利用人数：　３，００８人
　　　　　　　　　　　　　延べ人数：１６，５３５人

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明

　　・実施回数：　８０回　　　・利用人数：　　９人　　　・延べ人数：２４３人

　　委託先：社会福祉協議会
　　・実施回数：　８６回　　　・利用人数：　３３人　　・延べ人数：９８６人

　施設の老朽化に伴い天井部分の剥離や鉄筋の侵食があり危険状態にあっ
たため、解体となった。また、当該センター所在地は国有地のため、賃貸借契
約を解除し、返還手続を行った。

　設計業務委託料　838千円　　　　建築工事費　8,534千円

　在宅の高齢者に対して、生きがいと社会参加を促進するとともに、社会的孤
立感の解消、自立生活の助長、要介護状態への予防を図る目的で実施。

　　　■地域型（地域公民館ミニデイ）
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○高齢者が生きがいを持ち、健康で安心して暮らせる環境づくりの推進

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【特別会計   福祉部 　介護長寿課】

地域支援事業（介護予防） 31,846 11,942 15,923 3,981

　　　　水中ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ　　実施回数： 82回　　参加延人数： 1,621人

　・介護予防健診受診者数： 5,678人　（内、特定高齢者数： 1,113人）

　②どぅがっさん教室（運動器プログラム）

  ・どぅがっさん広場　　　実施回数： 36回 　実施実人数： 65人

　　　　　　　　　　　　　　　 実施延人数： 351人

　生活機能評価（介護予防健診）を実施し、生活機能低下のある高齢者を選定し、
要介護状態に陥る可能性の高い高齢者に対する介護予防教室の開催した。

主要施策の実績等の説明

　・健診事前説明会　　　 実施回数： 8回　　 参加人数： 187人

　・はつらつ相談会　　　　実施回数： 56回 　参加人数： 1,335人

    参加延人数： 591人

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　・特定高齢者実態把握件数（相談・訪問）： 91件

　①介護予防普及啓発事業

　・実施回数： 90回　　　参加実人数： 28人　　　参加延人数： 720人

(2)一般高齢者施策

　・転ばぬ先の知恵教室　実施回数： 27回　 参加実人数： 77人

　・貯筋クラブ　　　会員数　167人

(1)特定高齢者施策

　①特定高齢者把握事業

　　　　筋力向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ　実施回数： 41回　　参加延人数： 556人
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○高齢者が生きがいを持ち、健康で安心して暮らせる環境づくりの推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【特別会計   福祉部 　介護長寿課】

包括的支援事業 36,876 22,126 7,375 7,375

任意事業 12,420 7,416 2,899 2,105

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明

【平成21年度主要施策成果説明書】

(1)食の自立支援サービス事業

(3)包括的・継続的ケアマネジメント支援

　  研修会：1回、 役員会・幹事会：12回、ケアマネ支援件数（延数）：121件

   ①地域包括支援センター　：　相談受付件数（延数）  754件

　 ②高齢者相談センター（いしかわ、具志川ひがし、具志川きた、よなしろ、

　　　　                           かつれん）   :相談受付件数（延数）  3,752件

　 ①虐待に関する相談件数（延数）：　81件

　 ②権利擁護に関する相談件数（延数）： 74件

　　　利用実人数： 22人　　利用延人数： 144人　　配食総数： 1,984食

   住民参加サービス等の担い手として、生活・介護支援サポーターを養成し、地域
での高齢者の生活を支えるシステム構築を図った。

(4)生活・介護支援サポーター養成事業

　

(2)家族介護者リフレッシュ事業

　　　実施回数： 7回　　参加延人数： 245人

(3)成年後見制度利用支援事業

　　　利用人数： 3人

　・養成研修２０時間（６回コース）、２ケ所で実施　　・受講者　４２人

　介護給付等費用適正化事業を実施し、介護保険の安定と適正な運営を目指す。
家族介護継続支援事業では、「家族介護者リフレッシュ事業、認知症高齢者見守り
事業」で家族介護者の支援を実施。「食の自立支援ｻｰﾋﾞｽ事業」は６５歳以上の高
齢者世帯で食事の用意が困難な要援護高齢者に対し、配食サービスを提供するこ
とによって、食生活の改善と健康の保持を図る。成年後見制度利用支援事業では判
断能力が不十分な認知症高齢者の福祉の増進を図る。

(2)権利擁護

(1)総合相談

　高齢者に対する総合相談事業、ケアマネ支援事業等を実施。また、５生活圏域に
「高齢者相談センター」を委託し、地域で生活や介護に関する相談を受け、各種サー
ビスの情報提供や支援等を実施した。
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○未来を担う子どもたちのための子育て支援の推進

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計　福祉部　保育課】

安心こども基金特別対策事業 160,107 137,235 22,872

認可外保育施設環境整備事業 29,549 29,549 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

公立保育所施設環境整備事業 9,451 9,451

次世代育成支援対策行動計画策定事業 4,305 4,305

　定員：６０名から９０名へ増員

　　入所児童の処遇向上と認可外保育施設指導監督基準を満たすために、
認可外保育施設２６園を対象に調理室、トイレ、手洗い場、保育室、遊戯室等
の環境整備を実施した。

【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

　入所児童の処遇向上並びに保育環境の改善のための施設改修をはじめ、
備品の購入など公立保育所５箇所の保育環境整備を実施した。

事　　業　　名

【平成21年度主要施策成果説明書】

財　　源　　内　　訳
主要施策の実績等の説明

　平成17年度に策定した前期行動計画の評価を行うとともに、現在の保育
サービスの量的、質的ニーズを把握し、将来の目標事業量を設定し、安心して
子どもを生み育てていくことができる社会の実現に取り組むための今後５年間
の後期行動計画を策定した。

　施設の増改築により老朽施設の整備と定数増を図り、待機児童の解消、保
育環境の改善を図るため実施した。
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○未来を担う子どもたちのための子育て支援の推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計　福祉部　児童家庭課】

児童センター管理費 27,777 27,777

　児童館・児童センター数　：　5館
　

放課後児童健全育成事業 62,639 38,752 23,887

乳幼児医療費助成事業 127,904 63,951 63,953

母子・父子医療費助成事業 42,914 21,517 21,397

母子家庭自立支援事業 6,664 4,589 2,075 　母子家庭の母の主体的な能力開発を支援するもので、給付により生活の負
担軽減を図り、資格取得を容易にすることで自立支援を図った。

　　　通院　4歳未満（4歳に達した日の属する月の末日まで）
　　　入院　就学前（6歳に達した日以後最初の3月31日まで）

　　　　　「高等技能訓練促進費」　　　5人

　　・指定教育訓練講座の受講料の一部を補助する「母子家庭自立支援教育
　　　　訓練給付金事業」　　　　　　　7人

　　・母子家庭（母　1872人、児童　2873人）

　　　・看護師や保育士等の資格取得を容易にするための支給

　　・父子家庭（父　156人、児童　267人） 　・養育者家庭（児童　31人）

　昼間保護者のいない家庭の小学校低学年児童等に対し、適切な遊びや生
活の場を与えてその健全な育成を図るため、児童センター、保育園等の施設
を利用して「学童クラブ」を設置し、遊びを主とする健全育成活動を行った。

　母子・父子家庭の親と子及び養育者世帯の子に対し、医療費の一部を助成
することにより、生活の安定と自立を支援し、保健福祉の向上を図るために実
施した。

　学童クラブ数：18クラブ（公営４・社会福祉法人３、個人11）

　乳幼児の医療費の一部を助成することにより、乳幼児の疾病の早期発見と早期
治療を促進し、保健の向上と健全な育成に寄与することを目的に実施した。

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　また、地域組織活動の推進を図り、地域ぐるみの健全育成に努めるため、母
親クラブも設置されている。

　児童へ健全な遊び場を提供し、体力増進に関する指導や児童クラブ活動お
よびレクリェーションに関する指導等を実施し、児童の健全育成を目的として児
童館・児童センターを設置。平成19年度から指定管理を実施している。

主要施策の実績等の説明
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○未来を担う子どもたちのための子育て支援の推進

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計　福祉部　児童家庭課】

家庭児童相談室費 4,087 4,087

　相談員数：４人（各担当者を４地区に分けて対応）
相談受付処理状況実数　　　：　334人
相談、指導状況（延べ件数）：2,037件

女性福祉相談等事業 2,054 1,032 1,022

相談員数：専任（嘱託）２人、兼任１人
相談人数：134人（来所104人、電話29人、その他1人）

次世代育成支援対策事業 2,513 1,330 1,183

　女性が抱えている様々な問題や悩み（ＤＶ等）について相談を受け、その問
題解決のために必要な助言や情報提供を実施した。

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　家庭における適正な児童養育、その他家庭内における児童福祉の向上を図
るため家庭相談員を配置し、相談業務を行った。

主要施策の実績等の説明

　④子育て応援カード「Welcome赤ちゃん」の送付

　平成１９年４月に「要保護児童対策地域協議会」を立ち上げ、児童虐待の早
期発見と対応を図るとともに、児童を養育している家庭に関わる相談業務等担
当者が集い、情報交換を行うことにより関係機関の連携を強め、支援体制の
確立、担当者相互の資質の向上を図った。

(2)子育て不安家庭等支援事業

　③子育て支援HOWTO講座

　①要保護児童対策地域協議会（代表者：１回、実務者：５回）

　②母子保健推進員・民生児童委員等研修会、保育士研修会の開催

(1)児童虐待防止ネットワーク事業

　①児童虐待防止講演会

　地域の子育て不安を解消するため、子育てに関する講座や研修会を通し、
児童虐待の早期発見と予防を図った。
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     ○パートナーシップで進めるまちづくりの推進

     ○男女共同参画社会づくりの推進

     ○地域コミュニティの充実・強化

     ○安全で安心できる環境・体制づくりの推進

     ○柔軟で効率的な行財政システムの確立

５．市民とともに考え、築き上げるまちを育てます



○パートナーシップで進めるまちづくりの推進

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円
【一般会計   議会事務局】

議員視察研修事業 5,115 5,115

【一般会計   企画部　まちづくり課】

地域審議会の設置・運営事業 647 647

【一般会計   企画部 　秘書広報課】

市勢要覧作成事業 4,830 4,000 830

海外移住者子弟研修生受入事業 1,166 1,166

　研修生：１人 出身地：ブラジル

【平成21年度主要施策成果説明書】

財　　源　　内　　訳
事　　業　　名 主要施策の実績等の説明

　県外の行政各分野の先進地を視察研修することにより、本市の健全・適切な
行財政運営、さらなる住民福祉の向上、議会審議の活性化等を図る。平成21
年度は、４常任委員会及び基地対策特別委員会により14市町の先進地及び
文部科学省、外務省、防衛省などの視察研修を実施した。

　新市建設計画の変更、執行状況等について、地域の意見を聴くため、４地区
に地域審議会を設置した。

　市長からの諮問を受け、年３回の会議で地域の意見を聴取・集約し、市長へ
の答申の際には、地域の声を付帯意見として届ける等の運営を行った。

　市の人口、産業、経済、施設など各分野の情勢を写真やイラストなどを使
い、わかりやすくまとめた2010年版市勢要覧を発行した。

　本市出身の海外移住者子弟の中から優秀な人材を選抜し県内において、日
本語研修及び文化研修等を実施した。研修を通し、郷土うるま市と沖縄県の
現状及び文化を理解することにより、移住先国の発展に寄与する人材育成並
びに本市との国際交流を図ることができた。

　　発行部数：2,000部

　期間H21.9.9～H21.12.3

（社）沖縄県対米請求権事業協会　地域振興事業
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○パートナーシップで進めるまちづくりの推進
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   総務部 　総務課】

4,190 4,190

①　サーバー　1式

368 368

○男女共同参画社会づくりの推進

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計 企画部 企画課】

男女共同参画事業 351 351

　報酬 （懇話会委員）140千円　
　報償費（啓発講座　講師謝礼金）30千円
　特別旅費（NWECﾌｫｰﾗﾑ・電源研修）107千円
　負担金及び補助金（研修派遣補助金等）74千円

業務委託契約金：367,500円

　「市民一人ひとりが互いをかけがえのない存在として認め合い、それぞれの個
性や人権を尊重し、責任を分かち合いながらともに社会活動に参画していく、
みんなが主役の男女共同参画社会」の実現に向けた啓発事業を実施した。

主要施策の実績等の説明事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　住民への公文書情報開示を速やかに実施できるよう、容量の大きなサー
バーの導入と情報入力に必要な電算機器を設置し、公文書情報を蓄積し開
示作業が速やかにできる環境整備を行った。

主要施策の実績等の説明

【平成21年度主要施策成果説明書】

住民への情報公開に対応した文書管理
のための備品購入（文書管理費）

　旧サーバーから新サーバーへの公文書データの移行作業により、文書の検
索が安定的に行えるようになった。

【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

④　スキャナ　3台
②　パソコン　6台 ③　プリンター　1台

うるま市文書管理システムデータ等
移行作業（文書管理費）

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】
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○地域コミュニティの充実・強化

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   市民部 　市民生活課】

行政事務委託料 173,297 173,297

自治会運営振興補助金 9,839 9,839

一般ｺﾐｭﾆﾃｨ助成事業 10,000 10,000

ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ助成事業 25,000 15,000 10,000

主要施策の実績等の説明

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名

　63自治会への行政事務委託料　173,296,668円
　63自治会に各1名を委託、人口4,000名以上については2名委託。

　自治会運営振興の目的で63自治会へ補助金交付 9,838,845円
　（均等割　100,000円、世帯割　15円、防犯灯台数割　500円）

　宝くじの普及広報事業（一般ｺﾐｭﾆﾃｨ助成事業）

　宝くじの普及広報事業（ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ助成事業）
＊与那城西原公民館　総工事費用　44,510円　延面積　245.39㎡
　【歳入】
  ・財団法人自治総合ｾﾝﾀｰ　15,000,000円
　・うるま市補助金　　　　　　　10,000,000円
　【歳出】
　・建築工事　42,000,000円
　・設計監理　  4,200,000円
※施工主は自治会となるため、助成金・補助金のみ予算計上

財　　源　　内　　訳

　山城自治会、上江洲自治会、平敷屋自治会、与那城自治会
　2,500千円×４自治会＝10,000千円
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○地域コミュニティの充実・強化

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   市民部 　市民生活課】

1,047 1,047

消費者生活相談委託料 480 480

【一般会計   企画部 　まちづくり課】

市民音頭制定業務 161 161

○安全で安心できる環境・体制づくりの推進

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

【一般会計   総務部 　総務課】 千円 千円 千円 千円 千円

103,478 81,500 20,800 1,178

主要施策の実績等の説明

　天願区学習等供用施設キュービクルPCB含有分析調査によりPCBが混入し
ているとの結果に基づき、撤去及び防水工事を行った。

事　　業　　名

天願区学習等供用施設キュービクル
撤去及び防水補修費

　　工事請負費　1,046,850円

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

　毎週水曜日　午前10時～午後4時　消費者生活相談を開設
　＊延べ相談者数　150件
　＊NPO法人消費者ｾﾝﾀｰ沖縄へ委託
　　　　　　　　　　　48日×10,000円＝480,000円

　市民音頭を制定するため、附属機関として「うるま市市民音頭検討委員会」
を設置し、市民の融和と郷土愛の高揚を図ることを目的に、歌詞の公募をはじ
め制定方法や選定基準などを定め、作品の選定を行った。
　＊委員報酬　136,000円　　消耗品　19,861円　　食糧費　4,957円

財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明

石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ周辺防災施設
整備事業（桃原地区）

　　　鉄筋コンクリート造　平屋建　延床面積　298.40㎡

　この事業により、桃原地区に石油コンビナート災害に備えた設備が充実し、地
域住民の防災体制の向上が図られた。

　また、この施設は、一時避難場所を兼ねており、地域住民の生命身体の安
全確保に大きく貢献するものと期待されている。

　整備内容
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○安全で安心できる環境・体制づくりの推進

事業費

(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   総務部 　総務課】

コミュニティ助成事業 1,976 1,900 76
（自主防災組織育成事業）

与勝地区防災無線統合事業 5,670 5,600 70

デジタルＭＣＡ移動無線機器購入事業 7,179 7,179

【一般会計　消防本部　総務課】

消防庁舎建設事業 61,040 13,535 41,600 5,905
〃（平成20年度繰越） 80,991 77,898 3,093
合　　　　　　計 142,031 91,433 41,600 8,998

【平成21年度主要施策成果説明書】

　桃原地区自主防災組織の防災対策資機材を購入し、桃原地区の防災力向
上を図ることができた。

　　事務費：2,423千円
　　補償・補填及び賠償金：33,712千円　　　賃借料1,237千円

　　【平成20年度繰越事業】80,991千円
　　委託料：29,568千円　　公有財産購入費：50,892千円
　　事務費：531千円

　築37年の老朽化した消防庁舎を建替えることにより、消防機関全体の管理
機能を備えた防災中枢施設として、ますます複雑多様化する災害に対して火
災・救急・救助活動等が迅速かつ的確に行えるように整備し、組織の効率的
運用を図り、充実した防災体制づくりを推進することができる。

事　　業　　名 主要施策の実績等の説明

　　【平成21年度現年度】61,040千円

財　　源　　内　　訳

　・可搬型消防ポンプ１台　　・消火器３器　　・防火衣３着
　・ヘルメット３個　　・銀長靴一体式３着　　・手袋３着

　購入資機材

　・折りたたみリヤカー２台　・車椅子２台　・メガホン４器　・トランシーバー６台

　　工事費：13,535千円　　公有財産購入費：10,133千円

　勝連局（親局）の老朽化に伴い、制御機能を与那城局に移設した。それに
よって、勝連地区の防災行政無線の安定運用を図ることができた。

　市域を概ねカバーしている移動無線機を３８局購入し、災害時における情報
収集能力の向上を図ることができた。
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○安全で安心できる環境・体制づくりの推進

事業費

(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計　消防本部　総務課】

消防機械器具購入事業 5,157 5,157
〃（平成20年度繰越） 1,799 1,799
合　　　　　　計 6,956 5,157 1,799

石川消防署庁舎防水補修事業 5,124 5,124

小型消防ポンプ購入 1,334 1,334

【一般会計   市民部 　市民生活課】

防犯灯設置事業 1,770 1,770

交通安全推進協議会補助金 1,140 1,140

財　　源　　内　　訳
主要施策の実績等の説明

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名

　防犯灯を設置することにより、夜間の通行人の安全確保と犯罪の防止に寄
与した。　　　　　59基×30,000円

　交通安全関係機関、民間団体及び会員等との連携のもとに、交通安全活動
を行っている交通安全推進協議会に対する補助金

　　消毒液、マットレスカバー

　可搬消防ポンプの配備により、消防団員による消火活動が迅速かつ効果的
に行える。また、訓練に活用し団員の防災意識高揚に寄与した。

　　防水工事を行うことで、施設及び消防車両や資器材等の維持管理が容易
になり、老朽化防止が図られる。

【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

　　感染防止衣、ゴーグル、手袋、マスク

　　新型インフルエンザからの感染拡大を防ぐため、救急隊員が使用する資器
材購入費。感染を防止することができた。

　　【平成21年度現年度】5,157千円　　※地域活性化・経済危機対策臨時交付金事
　　感染防止衣、ゴーグル、手袋、マスク、皮膚赤外線体温計

　　【平成20年度繰越事業】1,799千円
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○柔軟で効率的な行財政システムの確立

事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   総務部　職員課】

県外研修派遣事業 1,791 1,546 245

一般職員及び管理職研修事業 66 66

中部広域ゆがふう塾等派遣事業 27 27

各種助成事業 102 102

政策形成研修委託料 165 165

【平成21年度主要施策成果説明書】

 市町村職員中央研修所等における専門実務及び自治政策課題等の研修へ
23名の職員派遣したほか、自治大学校へ職員1名の派遣を行った。

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明

　3市（うるま市・沖縄市・宜野湾市）合同の係長級政策形成宿泊研修を実施
し、本市からは9名が参加して受講した。

　中部広域市町村圏事務組合「ゆがふう塾研修」へ2名、同「政策形成上級研
修」へ1名の派遣を行った。

　島マス記念塾受講者2名、保育課（所）職場研修、消防職3名、一般行政職
2名の資格取得等に助成金交付を行った。

　民間企業経営者を講師に招いて講演会を開催し、民間における業務効率化
のマネジメント及び職員（社員）とのコミュニケーションについて、60名の課長級
が受講した。産業医によるメンタルヘルス研修では一般職員と管理職に分け
実施し、一般職員42名、管理職64名が受講。また、係長以上管理監督職者
（公務員倫理）研修を実施し、67名が受講した。
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○柔軟で効率的な行財政システムの確立
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源
千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   総務部　管財課】

復帰記念会館解体撤去事業 20,458 9,120 11,338

庁舎維持管理補修事業 11,907 11,907

（平成20年度繰越事業）

地デジ対応液晶テレビ購入事業 2,993 2,993

公有財産実態調査台帳整備事業 10,853 8,600 2,253

【一般会計   企画部　企画課】

統合庁舎建設委員会運営費 58 58

　　学識経験者（２人）
　委員構成及び委員数　15名

　　報酬　56千円　　　　需用費　2千円

　　自治会長連絡協議会など市内団体等からの推薦（７名）
　　各地域審議会から各1名（４名）

　老朽化した復帰記念会館を解体撤去した。

　４庁舎分の地デジ対応液晶テレビを購入した。

　公有財産管理システムの整備及び公有財産の鑑定、分筆測量を行い、公
有財産の実態把握、台帳整備ができた。

【平成21年度主要施策成果説明書】

【地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業】

事　　業　　名

　　一般公募（２名）

財　　源　　内　　訳
主要施策の実績等の説明

　統合庁舎建設に向けて基本構想を策定するため、建設委員会を設置した。
　第１回建設委員会を平成22年2月に開催し、委員長・副委員長の選出のほ
か、行政内部における検討経過の報告等を行った。

　トイレ等の改修を行ったことにより、庁舎内の環境衛生の改善が図られ、適切
な維持管理ができた。
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○柔軟で効率的な行財政システムの確立
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源
千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   企画部　情報課】

庁内情報化事業 77,921 55,780 22,141

【一般会計   総務部　納税課】

市税収納支援システム整備事業 43,670 43,670 【地域活性化・生活対策臨時交付金事業】

【一般会計   企画部　まちづくり課】

地域振興基金積立事業 600,000 570,000 30,000

３．福祉データ移行作業(4,305千円）

　合併特例債を活用して毎年6億円を基本に基金積立を行い、最終的には約
30億円の積立をめざす。
　基金の運用益は地域振興事業に活用し、地域活性化を図る。

　基幹系システムの入替えに伴い自動交付機システム連携の再構築を行った。

１．基幹系業務システム構築（19,950千円)

　滞納者の状況把握や市税徴収に必要な差押え調書作成、分割納付誓約時
の延滞金等の計算及び市税徴収に関する専門的なシステムを導入したことに
より全体の作業効率や徴収計画等の見直し等が迅速に行うことができ、徴収
率の向上に寄与できる。

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名

　新システムへの移行により法改正への対応、機能アップ、操作性の向上が図
れる。

財　　源　　内　　訳
主要施策の実績等の説明

　 新システムへの移行により法改正への対応、操作の簡素化、時間外・休日
での利用等、運用の利便性が向上した。

４．自動交付機システム再構築(9,870千円)

　６．合併以前からあるパソコン等、老朽化したパソコンの入替を実施し円滑な
業務運用ができた。　　　　　　　パソコン１４３台を整備（19,948千円）

　旧福祉システムから、新福祉システムへ移行する為のデータ移行経費

５．介護保険システムの連携構築(853千円)
　介護保険情報を共通データベース化することにより、新福祉システム等の他
サブシステムとの連携が可能となる。

２．福祉総合システム構築（22,995千円）
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○柔軟で効率的な行財政システムの確立
事業費
(決算額) 国県支出金 市　債 その他 一般財源
千円 千円 千円 千円 千円

【一般会計   企画部　企画課】

中部広域市町村圏事務組合負担金 13,382 13,382 　中部地区９市町村で構成される中部広域市町村圏事務組合に対し、圏域
内にまたがる課題解決に向けた共同ソフト事業を行い、圏域全体の振興を図
るための負担金

　主な事業：
おきなわマラソン、最上広域圏派遣交流及び受入事業、最上広域圏大産業
まつり出展事業、中部トリムマラソン、人材育成事業（ゆがふう塾等）、共同事
務処理に関する調査研究事業

【平成21年度主要施策成果説明書】

事　　業　　名
財　　源　　内　　訳

主要施策の実績等の説明
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